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第４条：地震による損傷の防止
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別添－３ 弾性設計用地震動Ｓｄ・静的地震力による評価  
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別添－６ 屋外重要土木構造物等及び津波防護施設の耐震評価にお

ける断面選定の考え方 
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度構造 
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ついて 

別紙－４  原子炉建物屋根トラスの解析モデルへの弾塑性解析の

適用について 

別紙－５  土木構造物の解析手法及び解析モデルの精緻化につい
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について

別紙－９ 下位クラス施設の波及的影響の検討について

別紙－１０ 水平２方向及び鉛直方向地震力の適切な組合せに関す

る検討について

別紙－１１ 液状化影響の検討方針について

別紙－１２ 既設設備に対する耐震補強等について
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価について 
下線は，今回の提出資料を示す。
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別紙－７

島根原子力発電所２号炉

機器・配管系における手法の変更点

について

（耐震）
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添付資料－3 

ポンプ等の応答解析モデルの精緻化について 

1. 立形ポンプの応答解析モデルの精緻化

既工認における立形ポンプの応答解析モデルは，実機構造を踏まえた振動特性

とするため，設備の寸法，質量情報に基づき，主要部であるロータ，インナーケ

ーシング及びディスチャージケーシングを相互にばね等で接続した多質点モデ

ルとして構築していた。

今回工認では，最新の知見に基づくモデル化を行う観点から，既工認モデルに

対してＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版に基づき，フランジ部分の剛性を回転ば

ねとして考慮する。また，鉛直方向の動的地震力を適用することに伴い，鉛直方

向の固有周期を算出する為，新たに鉛直ばねを考慮している（第 1－1図参照）。

なお，解析結果より，鉛直方向は十分な剛性を有している。 

本解析モデルは，大間１号炉建設工認及び東海第二にて適用実績がある。 

第 1－1 図 残留熱除去ポンプ応答解析モデル図 

フランジ部分の

剛性を回転ばねと
して考慮

構造図 既工認解析モデル 今回工認解析モデル

コラムパイプ

バレルケーシング 

バレルケーシング 

コラムパイプ

ロータ

ディスチャージケーシング 

コラムパイプ

バレルケーシング 

ロータ ロータ

ディスチャージケーシング ディスチャージケーシング 

鉛直ばねの考慮 

4条－別紙7－63
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添付資料－4 

容器等の応力解析へのＦＥＭモデルの適用について 

既工認において，公式等による評価にて耐震計算を実施していた設備について，

至近の既工認の適用実績を踏まえて，３次元ＦＥＭモデルを適用した耐震評価を

実施する。ＦＥＭモデルを用いる手法は，大間１号炉建設工認及び東海第二にお

いて適用実績がある手法である。 

1. 容器へのＦＥＭモデルの適用

ディーゼル発電機の付属設備であるディーゼル燃料デイタンク及びディーゼ

ル燃料貯蔵タンク並びに原子炉補機冷却系熱交換器について，公式等による計

算では許容値を超える見込みであることから，精緻な評価を行うためにＦＥＭ

モデルを適用する。

胴板及び脚部の実機形状をシェル要素にて模擬し，「発電用原子力設備規格

設計・建設規格（2005 年版（2007 年版追補版）<第Ⅰ編 軽水炉規格> JSME S 

NC1-2005/2007）」等に基づく材料諸元を与えてモデル化することにより，応力解

析を行う。応力解析に用いる解析モデル図を第 1－1 図～第 1－3 図に示すとと

もに，第 1－1表～第 1－3表に解析概要を示す。 

4条－別紙7－64
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(1) 非常用ディーゼル発電設備ディーゼル燃料デイタンク

(2) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル燃料

デイタンク 

第 1－1 図 解析モデル（ディーゼル燃料デイタンク） 

第 1－1 表 解析概要（ディーゼル燃料デイタンク） 

項 目 内 容 

適用部位 胴板（脚取付部） 

解析コード ＡＢＡＱＵＳ（Ver.6.5－4） 

地震条件 別途実施する原子炉建物地震応答解析から得

られる加速度を入力する。 

Ｚ 

Ｙ Ｘ 

胴板 

第１脚 

第２脚 

脚底面（基礎ボルト位置） 

Ｚ 

Ｙ Ｘ 

胴板 

第１脚 

第２脚 

脚底面（基礎ボルト位置） 

4条－別紙7－65
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第 1－2 図 解析モデル（Ａ，Ｈ－ディーゼル燃料貯蔵タンク） 

 

 

第 1－2 表 解析概要（Ａ，Ｈ－ディーゼル燃料貯蔵タンク） 

項 目 内 容 

適用部位 胴板（脚取付部） 

解析コード ＡＢＡＱＵＳ（Ver.6.4－4） 

地震条件 別途実施する排気筒基礎地震応答解析から得

られる加速度を入力する。 

 

  

Ｚ 

Ｙ Ｘ 
胴板 

脚 

当板 

脚底面（基礎位置） 

4条－別紙7－66
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第 1－3 図 解析モデル（原子炉補機冷却系熱交換器） 

 

 

第 1－3 表 解析概要（原子炉補機冷却系熱交換器） 

項 目 内 容 

適用部位 胴板（脚取付部） 

解析コード ＡＢＡＱＵＳ（Ver.6.4－4） 

地震条件 別途実施する原子炉建物地震応答解析から得

られる加速度を入力する。 

 

  

Ｚ 

Ｙ Ｘ 

胴板 

第１脚 

第２脚 

脚底面（基礎ボルト位置） 

管板 

4条－別紙7－67
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2. ベントヘッダ及びダウンカマへのＦＥＭモデルの適用 

ベント系の評価において，公式等による計算では許容値を超える見込みである

ことから，精緻な評価を行うため，原子炉格納容器ベント管，ベントヘッダ，ダ

ウンカマ，ベントヘッダサポート及びダウンカマサポートを模擬したＦＥＭモデ

ルを適用する。 

モデル化範囲は構造の対称性を考慮して 180°とし，形状不連続部であるベン

ト管とベントヘッダの結合部，ベントヘッダとダウンカマの結合部及びベントヘ

ッダの実機形状をシェル要素でモデル化し，ベント管，ダウンカマ，ベントヘッ

ダサポート及びダウンカマサポートはビーム要素でモデル化する。 

応答解析及び応力解析に用いる解析モデル図を第 2－1図に示すとともに，第

2－1表に解析概要を示す。 

 

第 2－1 図 解析モデル（ベントヘッダ及びダウンカマ） 

 

 

 

  

ベント管 

ベントヘッダ 

ベントヘッダサポート 

ダウンカマ 

全体図 

ダウンカマ近傍 

強め輪 

ダウンカマサポート 

4条－別紙7－68

10



 

 

第 2－1 表 解析概要 

項 目 内 容 

適用部位 ベントヘッダ（ベント管結合部） 

ベントヘッダ強め輪取付部 

ベントヘッダとダウンカマの結合部 

解析コード ＮＡＳＴＲＡＮ（Ver.2013） 

地震条件 別途実施する原子炉建物－大型機器連成解析

から得られる加速度を入力する。 

 

  

4条－別紙7－69
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3. 原子炉格納容器電気配線貫通部へのＦＥＭモデルの適用 

原子炉格納容器における電気配線貫通部の評価において，公式等による計算

では許容値を超える見込みであることから，原子炉格納容器胴部とスリーブと

の取付部を精緻に評価するため，実機形状をシェル要素により模擬したＦＥＭ

モデルを適用する。 

モデル化範囲は，モデルの境界条件が応力評価点の応力に影響しない範囲とす

る。応力解析に用いる解析モデル図を第 3－1図に示すとともに，第 3－1表に解

析概要を示す。 

 

第 3－1 図 解析モデル（原子炉格納容器電気配線貫通部） 

 

第 3－1 表 解析概要 

項 目 内 容 

適用部位 原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部（胴

側） 

解析コード ＮＡＳＴＲＡＮ（Ver.2005） 

地震条件 別途実施する原子炉建物－大型機器連成解析

から得られる加速度を入力する。 

 

電気配線貫通部 

4条－別紙7－70
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添付資料－5 

 

原子炉建物－大型機器連成解析モデルの変更について 

 

1. はじめに 

原子炉建物内の原子炉格納容器（以下「ＰＣＶ」という。），原子炉圧力容器（以

下「ＲＰＶ」という。）及びガンマ線遮蔽壁等の大型機器は，建物質量に対しそ

の質量が比較的大きく，また，支持構造上からも建物との連成が無視できないた

め，原子炉建物との連成系で解析するためのモデル（以下「大型機器連成解析モ

デル」という。）を設定し，地震応答解析を行う。 

原子炉建物，ＰＣＶ，ＲＰＶ及びＲＰＶペデスタルの概略断面図を第 1－1図

に，ＲＰＶ内部構造物の構造図を第 1－2図に示す。また，原子炉建物－大型機

器連成解析に係る手順を第 1－3図に示す。 

原子炉本体及び炉内構造物の水平方向の地震応答解析モデルについて，既工認

では建設工程の関係上，原子炉格納容器－原子炉圧力容器モデル（以下「ＰＣＶ

－ＲＰＶモデル注 1」という。）と原子炉圧力容器－炉内構造物モデル（以下「Ｒ

ＰＶ－Ｒｉｎモデル注 2」という。）の２種類のモデルを用いていたが，今回工認

では，原子炉格納容器－原子炉圧力容器－炉内構造物モデル（以下「ＰＣＶ－Ｒ

ＰＶ－Ｒｉｎモデル注 3」という。）を用いる。これに合わせて，原子炉圧力容器

スタビライザ（以下「ＲＰＶスタビライザ」という。）及び原子炉格納容器スタ

ビライザ（以下「ＰＣＶスタビライザ」という。）のばね定数算出方法について，

最新の工認実績を踏まえた算出方法に変更する。本手法は，他プラントを含む既

工認あるいは補正工認において適用実績がある手法である。 

また，鉛直方向に動的地震力が導入されたことから，原子炉本体及び炉内構造

物について，鉛直方向の応答を適切に評価する観点で，水平方向応答解析モデル

とは別に鉛直方向の地震応答解析モデル（ＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデル）を新

たに採用し，鉛直地震動に対する評価を実施する。鉛直方向応答解析モデルは，

他プラントを含む既工認において適用実績がある手法である。 

 

4条－別紙7－71
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第 1－1図 ＰＣＶ，ＲＰＶ及びＲＰＶペデスタル概略断面図 

  

原子炉建物概略断面図 

ＲＰＶ 

ＰＣＶ 

ガンマ線遮蔽壁 

原子炉圧力容器 

ペデスタル 

原子炉圧力容器 

支持スカート 

37.1m 

1.709m 1.709m 5.745m 

21m 

ガンマ線遮蔽壁 

4条－別紙7－72
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第 1－2図 ＲＰＶ内部構造物構造図 

 

 

気水分離器 

 

ＲＰＶ 

燃料集合体 

制御棒 

上部格子板 

炉心支持板 

炉心シュラウド 

制御棒案内管 

原子炉中性子計装案内管 

シュラウドサポート 

原子炉中性子計装 

ハウジング 制御棒駆動機構 

ハウジング 

原子炉圧力容器 

支持スカート 

蒸気乾燥器 

スタンドパイプ 

 

シュラウドヘッド 

 

ジェットポンプ 

高圧及び低圧炉心 

スプレイスパージャ 

 

4条－別紙7－73
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第 1－3図 原子炉建物－大型機器連成解析の手順 

 

2. 水平及び鉛直方向における大型機器連成解析モデル 

2.1 水平方向の大型機器連成解析モデルの概要及び既工認からの変更 

水平方向の大型機器連成解析モデルを第 2.1－1 図及び第 2.1-2 図に示す。水

平方向の大型機器連成解析モデルは，ＰＣＶ，ＲＰＶ，ガンマ線遮蔽壁，ＲＰＶ

ペデスタルをモデル化し，ＲＰＶ内の燃料集合体，制御棒案内管，制御棒駆動機

構ハウジング，気水分離器，スタンドパイプ及び炉心シュラウドについてもモデ

ル化する。これらをシュラウドサポートと等価な回転ばねを介してＲＰＶと結合

する。ＰＣＶはシヤラグ及びウェルシールベローズと等価なばねにより建物と結

合され，下端は原子炉建物と剛に結合される。ＲＰＶは，ＲＰＶスタビライザと

等価なばねによりガンマ線遮蔽壁上端と結合され，ＲＰＶスタビライザ及びＰＣ

Ｖスタビライザと等価なばねによりＰＣＶに結合される。また，ＲＰＶは燃料交

換ベローズと等価なばねによりＰＣＶ に直接結合される。ＲＰＶの下端は，Ｒ

ＰＶペデスタル上端に剛に結合されており，ＲＰＶペデスタルは，その下端にお

大型機器連成解析モデルの設定

建物諸元

・原子炉建物の質点質量・剛性

・地盤ばね

大型機器モデル諸元
・質点質量
・ばね定数
・断面特性

基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ

応答値の算出

・応答加速度

・応答変位
・応答せん断力

・応答曲げモーメント

・応答軸力

基準地震動Ｓｓに対する
大型機器連成解析

弾性設計用地震動Ｓｄに対する

大型機器連成解析

基準地震動Ｓｓによる
耐震評価

弾性設計用地震動Ｓｄによる

耐震評価

応答値の算出

・応答加速度

・応答変位
・応答せん断力

・応答曲げモーメント

・応答軸力
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いて原子炉建物と剛に結合される。また，制御棒駆動機構ハウジングは制御棒駆

動機構ハウジングレストレントビームによりＲＰＶペデスタルと結合される。 

建設工認において，原子炉建物－大型機器連成解析モデルを用いた水平方向の

地震応答解析は，工認申請の進捗に合わせて，ＰＣＶ－ＲＰＶモデル，ＲＰＶ－

Ｒｉｎモデルの２種類の応答解析モデルを用いて実施していた。しかし，今回工

認では建設工認のように設計進捗に応じたモデルの使い分けの必要がないこと

及び実機に合わせて構造体をモデル化できることから，ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルに

ＰＣＶを追加したＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルを水平方向の大型機器連成解

析モデルとする。建設工認及び今回工認の原子炉建物－大型機器連成解析モデル

を第 2.1－1 表に示す。今回工認で用いるＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルの質点

位置，質量，断面特性は，既工認のＰＣＶ－ＲＰＶモデル（炉内構造物はＲＰＶ

の付加質量として考慮）及びＲＰＶ－Ｒｉｎモデル（ＰＣＶは原子炉建物の付加

質量として考慮）と同等であるため，ＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルを採用する

ことによる地震応答への影響は十分小さい。なお，水平方向の大型機器連成解析

モデルとしてのＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルの適用は，東海第二の新規制工認

において適用実績がある。 

大型機器連成解析モデルを設定する場合には，既工認のモデル諸元を適用する

ことを基本とするが，解析モデルを最新化するため先行プラントにおいて適用実

績のあるモデル化手法を参照し，今回工認では，ＲＰＶスタビライザ及びＰＣＶ

スタビライザのばね定数を精緻化する。 
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2.2 鉛直方向の大型機器連成解析モデルの概要 

既工認では，鉛直方向については静的震度による地震荷重を算定していたが，

今回工認においては，新たに鉛直方向の動的地震力に対する考慮が必要となっ

たことから，鉛直方向についても水平方向と同様に動的地震力の算定を行う。

鉛直方向の大型機器連成解析モデルを第 2.2－1 図に示す。鉛直方向の大型機器

連成解析モデルについては，鉛直方向の各応力評価点における軸力を算定する

ため，水平方向モデルをベースに新たに多質点モデルを作成し，水平方向と同

様のＰＣＶ－ＲＰＶ－Ｒｉｎモデルとする。ＰＣＶの下端は，原子炉建物と剛

に結合される。ＲＰＶ支持スカートの下端は，ＲＰＶペデスタルの上端に剛に

結合されており，ＲＰＶペデスタルの下端は，原子炉建物と剛に結合される。 

なお，鉛直方向の大型機器連成解析モデルは，大間１号炉の建設工認及び東

海第二の新規制工認において適用実績がある。 
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3. 質点位置の設定 

大型機器連成解析モデルの質点位置は，各構造物の地震応答を把握できるよう

に，モデル化する各構造物の形状を踏まえて設定する。ＰＣＶ，ガンマ線遮蔽壁

及びＲＰＶペデスタルの質点位置を第 3-1 図(1)及び第 3-2 図(1)に，ＲＰＶ，炉

心シュラウド，燃料集合体，制御棒案内管及び制御棒駆動機構ハウジング等の質

点位置を第 3-1 図(2) 及び第 3-2 図(2)に示す。炉内構造物の質点位置は，その

振動性状を適切に評価出来るように配慮する他，部材の剛性の変化する点，構造

的に不連続な点，応力評価点等を考慮して定める。
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4. 構造物間ばね定数の設定（既工認から変更ある部位） 

4.1 ＲＰＶスタビライザ 
4.1.1 ＲＰＶスタビライザの構造 

ＲＰＶスタビライザは，ガンマ線遮蔽壁頂部に円周状に８箇所設置され，ＲＰ

Ｖ付属構造物であるスタビライザブラケットをあらかじめ初期締付荷重を与え

たサラバネを介して両側から挟み込む構造であり，サラバネを介して地震時の水

平方向荷重をガンマ線遮蔽壁へ伝達させる機能を有する。ＲＰＶスタビライザの

概略図を第 4.1.1－1 図に示す。 
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原子炉建物全体模式図 

 

ＰＣＶ平面図 

 

ＲＰＶスタビライザ分解図 

第 4.1.1－1 図 ＲＰＶスタビライザ概略図

 

ガンマ線遮蔽壁 
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ＰＣＶ
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ブラケット

ヨーク
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ロッド
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ブラケット
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4.1.2 既工認と今回工認での変更点 

ＲＰＶスタビライザのばね定数について，既工認からの変更点を第 4.1.2－1

表に示す。既工認では，ＲＰＶスタビライザの剛性に大きく寄与するロッド，サ

ラバネのみ剛性を考慮しているが，今回工認ではガンマ線遮蔽壁ブラケット，ス

リーブ等の剛性を追加で考慮する。 

なお，上記ばね定数算出方法は大間１号炉建設工認，島根３号炉建設工認及び

東海第二の新規制工認において適用実績がある。 

 

第 4.1.2－1 表 ＲＰＶスタビライザばね定数の変更点 
 既工認 今回工認 

計算方法 
理論式による 

（各部材の剛性を直列ばねとして合成） 
同左 

評価部材 
(赤枠部) 

  
ばね定数 9.6×10６[kN/m] 6.8×10６[kN/m] 

 

4.1.3 既工認におけるばね定数算出方法 

既工認では，サラバネ及びロッドを主たる支持部材と考え，第4.1.3－1図に示

すようなばね定数算出モデルを設定している。 

サラバネ(ＫＳ)及びロッド(ＫＲ)について，ＲＰＶスタビライザ１基の片側分

のばね定数(Ｋ１ｈａｌｆ)を直列ばねで定義して以下となる。 

ＲＳ

ＲＳ
１half

＋ＫＫ

Ｋ
＝Ｋ

Ｋ
  

ＲＰＶスタビライザ１基の両側分のばね定数(Ｋ１)を片側分のばね定数(Ｋ１ｈ

ａｌｆ)の並列ばねで定義して以下となる。 

ＲＳ

ＲＳ
１half１half１

＋ＫＫ

Ｋ・Ｋ２・
＝Ｋ＋＝ＫＫ  

 

ＲＰＶスタビライザ８基分の全体でのばね定数（Ｋ）を荷重－変位の関係から

算出する。第4.1.3－2図のとおりＲＰＶスタビライザに強制変位ｘを負荷した場

合に強制変位と同じ方向に生じる全体荷重Ｗを算出する。 

90°及び270°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じる荷重をＷ１，

45°，135°，225°及び315°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じる

荷重をＷ２′とし，荷重Ｗ２′の強制変位ｘと同じ方向の分力をＷ２とする。 

強制変位ｘを負荷したときの45°，135°，225°及び315°の位置に設置され

ワッシャ

六角ナット

ガセット

スタビライザ
ブラケット

ヨーク
スリーブ

ロッド

サラバネ

ガンマ線遮蔽壁
ブラケット

ワッシャ

六角ナット

ガセット

スタビライザ
ブラケット

ヨーク
スリーブ

ロッド

サラバネ

ガンマ線遮蔽壁
ブラケット

シム（図示なし）
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たＲＰＶスタビライザに生じる接線方向の変位はｘ・cosαであることから，荷

重Ｗ２′は以下のとおりとなる。 

cos´ ・ｘ・＝ＫＷ １２  

第4.1.3－2図内の拡大図の関係から強制変位ｘと同じ方向の分力Ｗ２は以下

のとおりとなる。 

 ２
１２２ ・ｘ・＝ＫＷ＝Ｗ cos´cos  

従って，ＲＰＶスタビライザ全体のばね定数（Ｋ）は以下のとおりとなる。 

   

ＲＳ

ＲＳ

ＲＳ

ＲＳ
１

１１１２１

＋ＫＫ

Ｋ・Ｋ８・
＝

＋ＫＫ

Ｋ・Ｋ２・
＝４・＝４Ｋ

ｘ

Ｗ
Ｋ＝

・ｘ＝４・Ｋ・ｘ・Ｋ＋４・・ｘＫ＝２・＋４・Ｗ２・Ｗ＝Ｗ ２cos

 

 

第 4.1.3－1 図 既工認におけるばね定数算出モデル 

 

 

第 4.1.3－2 図 水平荷重の分配 
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4.1.4 今回工認におけるばね定数算出方法 

今回工認においては，サラバネ及びロッドの他にＲＰＶからの外力の支持に寄

与する部材を評価対象範囲に追加する。今回工認におけるばね定数算出モデルを

第 4.1.4－1 図に示す。サラバネ(ＫＳ)及びロッド（ＫＲ)に加え，ガセット(ＫＧ)，

ヨーク(引張方向ＫＹＴ，圧縮方向ＫＹＣ)，スリーブ(ＫＳＬ)，六角ナット(ＫＨ)，

ワッシャ(ＫＷ)について，ＲＰＶスタビライザ１基の片側分のばね定数(Ｋ１ＨＡＬ

Ｆ)を直列ばねで定義して以下のように表す。 

（引張側） 

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

1
＝Ｋ

ＹＴＧＲＳＷＳＬＨ

１ｈａｌｆ(Ｔ)



 

（圧縮側） 

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

Ｋ

1

1
＝Ｋ

ＹＣＧＲＳＷＳＬＨ

１ｈａｌｆ(Ｃ)



 

 

また，ＲＰＶスタビライザ１基の両側分のばね定数（Ｋ１）を片側分のばね定

数の並列ばね及びガンマ線遮蔽壁ブラケット（ＫＢ），シム（ＫＳＭ）の直列ばね

で定義して以下のように表す。 

ＳＭＢ１ｈａｌｆ(Ｃ)１ｈａｌｆ(Ｔ)

１

Ｋ

1

Ｋ

1
＋

＋ＫＫ

1

1
＝Ｋ


 

８基分全体でのばね定数は次式のように表される。 

ＳＭＢ１ｈａｌｆ(Ｃ)１ｈａｌｆ(Ｔ)

１

Ｋ

1

Ｋ

1
＋

＋ＫＫ

1

4
＝Ｋ＝4Ｋ


 

ここで， 

Ｋ ：ＲＰＶスタビライザ８基分のばね定数 

Ｋ１ ：ＲＰＶスタビライザ１基分のばね定数 

Ｋ１ｈａｌｆ  ：ＲＰＶスタビライザ１基分（片側分）のばね定数 

ＫＳ ：サラバネのばね定数 

ＫＲ ：ロッドのばね定数 

ＫＧ ：ガセットのばね定数 

ＫＹＴ ：ヨークのばね定数（引張方向） 

ＫＹＣ ：ヨークのばね定数（圧縮方向） 

ＫＳＬ ：スリーブのばね定数 

ＫＨ ：六角ナットのばね定数 

ＫＷ ：ワッシャのばね定数 

ＫＢ ：ガンマ線遮蔽ブラケットのばね定数 

ＫＳＭ ：シムのばね定数 

である。 
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   上式による計算結果に基づき，ＲＰＶスタビライザのばね定数を 6.8×10６

[kN/m]と設定する。なお，既工認と比べて今回工認のばね定数が小さくなっ

ているが，今回工認ではガセット，ヨーク，スリーブ，六角ナット，ワッシ

ャ，ガンマ線遮蔽ブラケット，シムの剛性を考慮してばね定数の算出を精緻

化したためと考えられる。 

 

第 4.1.4－1 図 今回工認におけるばね定数算出モデル 
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4.2 ＰＣＶスタビライザ 

4.2.1 ＰＣＶスタビライザの構造 

ＰＣＶスタビライザはガンマ線遮蔽壁外側上部に溶接で固定されたトラス状

の構造物であり，多角形配置のシヤラグを介してガンマ線遮蔽壁に作用する水平

地震荷重をＰＣＶに伝達する機能を有する。ＰＣＶスタビライザの概略図を第

4.2.1－1 図に示す。ＰＣＶスタビライザの構成部材としては，円筒形状のパイ

プ，ガンマ線遮蔽壁との取り合い部であるガセットプレート，ＰＣＶとの取り合

い部である内側シヤラグからなる。ガセットプレートとガンマ線遮蔽壁の取付け

部及び内側シヤラグの構造を第 4.2.1－2 図に示す。 
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原子炉建物全体模式図 

 

ＰＣＶ平面図 

 
ＰＣＶスタビライザ構造図 

第 4.2.1－1 図 ＰＣＶスタビライザ概略図 
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第 4.2.1－2 図 ガセットプレートとガンマ線遮蔽壁の取付け部及び 

内側シヤラグ構造 

 

4.2.2 既工認と今回工認での変更点 

ＰＣＶスタビライザばね定数について，既工認からの変更点を第 4.2.2－1 表

に示す。既工認では，ＰＣＶスタビライザの剛性に最も大きく寄与するパイプを

モデル化対象として，１対のトラス（パイプ２本）の荷重－変位関係によりばね

定数を算定している。今回工認では，取り合い部であるガセットプレート及び内

側シヤラグについてもモデル化対象に含め，最新の許認可手法に合わせて全体系

モデルによるＦＥＭ解析を適用し，より実現象に即したばね定数を算定する。 

ガセットプレート拡大図（Ａ部） 内側シヤラグ取付部拡大図（Ｂ部） 

 

メイルシヤラグ 

フィメイルシヤラグ 

ガセットプレート PCV スタビライザ 

ガンマ線遮蔽壁 

 

内側シヤラグ取付け部 

 

Ａ Ｂ 
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全体系モデルによるＦＥＭ解析手法は，東海第二の新規制工認にてＰＣＶスタ

ビライザのばね定数算出にて適用実績があり，また，大間１号炉建設工認にて同

様な多角形配置の構造物である制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム

のばね定数算出にて適用実績がある。 

 

第 4.2.2－1 表 ＰＣＶスタビライザの変更点 

 既工認 今回工認 

計算方法 
手計算 

(１対のトラス(パイプ２本)の荷重－変位
関係により算出） 

ＦＥＭ解析 
(固定部のガセットプレート及び内側シヤ
ラグをモデル化した全体モデルの荷重－

変位関係により算出) 

評価 
モデル 

  

ばね定数 5.3×106(kN/m) 3.5×106(kN/m) 

 

4.2.3 既工認におけるばね定数算出方法 

4.2.3.1 計算モデルの範囲 

既工認におけるばね定数算出のモデル化範囲を第 4.2.3.1－1 図に示す。ＰＣ

Ｖスタビライザのうち，１対のトラス（パイプ２本）についてモデル化し，パ

イプの断面剛性を設定したトラスでの荷重－変位関係からばね定数を算出する。 

 

 

第 4.2.3.1－1 図 既工認におけるばね定数算出のモデル化範囲 

荷重 

強制変位 

 

荷重 

ＰＣＶ平面図 既工認におけるばね定数算出モデル 

ＰＣＶスタビライザ 
ＰＣＶ 

ガンマ線遮蔽壁 
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4.2.3.2 算出方法 

既工認におけるばね定数算出モデルを第 4.2.3.2－1 図に示す。１対のトラ

ス（パイプ２本）において，水平方向荷重による変位量δが生じた際の荷重

及び変位の算出式は以下となる。 

Ｗ＝２・Ｆ・ｓｉｎθ

・Ａ
Ｌ

δ１
Ｆ＝σ・Ａ＝Ｅ・

δｓｉｎθ＝δ１

 

ここで， 

δ ：トラスの荷重方向の変位 

δ1 ：トラスの長さ方向の変位 

θ ：パイプ角度 

Ｗ ：1対のトラスに生じる荷重 

Ｆ ：パイプに生じる荷重 

Ｅ ：縦弾性係数 

Ｌ ：パイプの長さ 

Ａ ：パイプの断面積 

 

上記の式より，１対のトラス（パイプ２本）における荷重－変位関係の式は

以下となる。 

θ・δ・ｓｉｎ
Ｌ

ＥＡ
・Ａ・ｓｉｎθ＝２・

Ｌ

δ１
Ｗ＝２・Ｅ・ ２  

よって，１対のトラス（パイプ２本）におけるばね定数(Ｋ１)は以下となる。 

θ・ｓｉｎ
Ｌ

ＥＡ
＝２・

δ

Ｗ
＝Ｋ ２

１  

以上より，ＰＣＶスタビライザ全体でのばね定数(Ｋ)は以下となる。 

θ・ｓｉｎ
Ｌ

ＥＡ
θ＝８・・ｓｉｎ

Ｌ

ＥＡ
＝４・２・Ｋ＝４Ｋ ２２

１  

4条－別紙7－96

38



 

 

第 4.2.3.2－1 図 既工認におけるばね定数算出モデル 

 

4.2.4 今回工認におけるばね定数算出方法 

4.2.4.1 解析モデルの範囲 

今回工認におけるばね定数算出モデルを第 4.2.4.1－1 図に示す。ＰＣＶス

タビライザの構成部材であるパイプ，ガセットプレート及び内側シヤラグを

360°全体でモデル化する。 

なお，今回評価に用いるＦＥＭ解析には「NASTRAN Ver.2005」を使用する。 

 

 

第 4.2.4.1－1 図 今回工認におけるばね定数算出のモデル化範囲 
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Ｅ ：縦弾性係数 

Ｌ ：パイプの長さ 

Ａ ：パイプの断面積 

 

ＰＣＶ平面図 
今回工認における 
ばね定数算出モデル 

ＰＣＶスタビライザ 
ＰＣＶ 

ガンマ線遮蔽壁 
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4.2.4.2 解析モデル 

解析モデルの諸元を第 4.2.4.2－1 表に，解析モデル図を第 4.2.4.2－1 図に

示す。パイプは断面特性を考慮したビーム要素，ガセットプレート及び内側シ

ヤラグはシェル要素によりモデル化する。 

 

第 4.2.4.2－1 表 ＦＥＭ解析モデルの諸元 

節点数 要素数 使用要素タイプ 

19,336 18,768 

パイプ ビーム要素 

ガセットプレート 
シェル要素 

内側シヤラグ 

 

 
第 4.2.4.2－1 図 ＰＣＶスタビライザ解析モデル 

 

拡大図 

全体図 

ガセットプレート 

内側シヤラグ 

パイプ 

 

4条－別紙7－98

40



 

4.2.4.3 解析条件 

解析モデルの境界条件及び負荷条件を第 4.2.4.3－1 図に示す。ガンマ線遮

蔽壁とガセットプレートの境界条件はモデル中心と剛体結合として定義し，剛

体結合されたモデル中心に強制変位を負荷する。なお，周方向に等間隔で設置

されたＰＣＶスタビライザ８基で荷重を負担するため，ばね定数は強制変位を

負荷する方向によらず一定の値となる。内側シヤラグとＰＣＶとの境界条件は，

メイルシヤラグがフィメイルシヤラグと嵌め合い構造となっていることから，

円筒座標系のＲ方向及び鉛直方向（Ｚ方向）は拘束せず，θ方向を拘束する。 

ＰＣＶスタビライザの各構成部材の材質及び材料物性を第 4.2.4.3－1 表に

示す。 

 

第 4.2.4.3－1 表 各構成部材の材質及び材料物性 

構成部材 材質 
縦弾性係数 E

（MPa） 
ポアソン比ν 

パイプ STS410(STS42) 2.01×105 0.3 

ガセットプレート SM400B(SM41B) 2.01×105 0.3 

内側シヤラグ SGV480(SGV49) 2.01×105 0.3 

 

 

第 4.2.4.3－1 図 境界条件及び負荷条件 

 

 

 

 

  

 

 

  

モデル中心と剛体結合 強制変位を負荷 

各シヤラグ部のθ方向拘束 
（Ｒ方向及び鉛直方向（Ｚ方向）は拘束しない） 

円筒座標系 

θ 

Ｒ 

Ｙ 

Ｘ 
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4.2.4.4 解析結果 

強制変位を負荷させた際の変形図を第 4.2.4.4－1 図に示す。この図では変

形前の形状を赤線，変形後の形状を黒線で示す。荷重は，剛体結合されたモデ

ル中心の反力として算出する。この解析結果から得た荷重－変位関係から，Ｐ

ＣＶスタビライザのばね定数を 3.5×106 [kN/m]と設定する。既工認と比べて

今回工認（ＦＥＭ解析）のばね定数が小さくなった要因を分析するため，今回

工認の解析モデルに対して強制変位方向に直交する２箇所のシヤラグのみθ

方向を拘束する条件に変更した参考モデルを用いてばね定数を算出した。ばね

定数の比較結果を第 4.2.4.4－1 表に示す。参考モデルで求めたばね定数と今

回工認のばね定数は概ね一致していることから，今回工認のモデルと参考モデ

ルに共通する変更点であるモデル化対象の見直し（ガセットプレート及び内側

シヤラグをシェル要素でモデル化してその剛性を考慮）が，ＰＣＶスタビライ

ザ全体としてのばね定数が低減した主な要因と考えられる。 

 

 

  

 

第 4.2.4.4－1 図 変形図 

 

Ｙ 

Ｘ 
注：変形モードが分かるように 

変形に倍率をかけている。 
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第 4.2.4.4－1 表 既工認と今回工認のばね定数の比較 

 既工認モデル 今回工認モデル 参考モデル 

計算方法 

１対のトラスのばね

定数を手計算で求め，

１対分のばね定数を

４倍して全体のばね

定数を算出 

ＦＥＭ解析結果から

全体のばね定数を算

出 

・今回工認のモデルを

強制変位方向に直交

する２箇所のシヤラ

グのみθ方向を拘束

する条件に変更して

ＦＥＭ解析を実施 

・ＦＥＭ解析結果はト

ラス２対分のばね定

数に相当するため，こ

れを２倍して全体の

ばね定数を算出 

モデル 

変形図 

 
  

ばね定数 

（全体） 
5.3×10

6
[kN/m] 3.5×10

6
[kN/m] 3.9×10

6
[kN/m] 

 

荷重

全シヤラグθ拘束

 

R 

θ 

円筒座標系 

強制変位方向に直交するシヤラグ2か所のみθ拘束

 

R 

θ 

円筒座標系 
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5. 構造物間ばね定数の設定（既工認から変更ない部位） 

5.1 シヤラグ 

5.1.1 シヤラグの構造 

シヤラグは，ドライウェル上部に周方向に８箇所設置され，ＰＣＶ外側のメ

イルシヤラグが原子炉建物側のフィメイルシヤラグと嵌め合い構造となってお

り，水平方向のうちＰＣＶ周方向の変位を拘束し，径方向変位は拘束されない

構造である。(第 5.1.1－1 図参照)  

 

第 5.1.1－1 図 シヤラグ概要図 

 

5.1.2 ばね定数の算出方法 

 シヤラグのばね定数は，せん断荷重から求めた荷重－変位の関係により算出

する。なお，シヤラグのばね定数算出方法について，既工認から変更はない。 

せん断力(Ｆ)を受ける際のせん断変形の式から求める荷重－変位関係より，

第 5.1.2－1 図に示すメイルシヤラグ及びフィメイルシヤラグの各部に対するシ

ヤラグ１基分のばね定数（ｋ）を算出する。 
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よって，シヤラグ８基全体のばね定数（Ｋ）は円周状にシヤラグが配置されて

いることから，次のとおりとなる。 

 

Ｋ＝４・ｋ 
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ここで， 

ν ：せん断ひずみ 

Ｇ ：せん断弾性係数 

κ ：断面の形状係数 

ａ１ ：フィメイルシヤラグの幅 

ａ２ ：ａ１＋ａ３ 

ａ３ ：メイルシヤラグの幅 

ｌ１ ：フィメイルシヤラグの長さ 

ｌ２ ：シヤラグ接触面の長さ 

ｌ３ ：メイルシヤラグの長さ 

ｈ ：シヤラグ接触面の長さ 

Ａ１ ：フィメイルシヤラグの断面積（＝ａ１ｈ） 

Ａ２ ：Ａ１＋Ａ３（＝ａ２ｈ） 

Ａ３ ：メイルシヤラグの断面積（＝ａ３ｈ） 

 

 

第 5.1.2－1 図 シヤラグばね定数算出概念図 

    

  

    

 

l2 
l3 

a1 a3 a1 

a2 

h 

l1 
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5.2 制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム 

5.2.1 制御棒駆動機構ハウジングレストレントビームの構造 

制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム（以下「ＣＲＤハウジングレ

ストレントビーム」という。）は，８箇所のブラケットでＲＰＶペデスタルと溶

接により固定された構造物であり，構成部材としてはＣＲＤハウジングレスト

レントビーム，サポート，ブラケットからなる。 

   ＣＲＤハウジングレストレントビームは，ＣＲＤハウジングの水平方向地震

荷重を受けるが，ＣＲＤハウジングレストレントビームはＣＲＤハウジングを

接触のみで支持しているため，圧縮方向の荷重は伝達するが引張方向の荷重は

伝達しない構造である。 

   ＣＲＤハウジングレストレントビームの構造を第 5.2.1－1 図に示す。 

 

 
第 5.2.1－1 図 ＣＲＤハウジングレストレントビームの構造 

 

5.2.2  ＣＲＤハウジングレストレントビームのばね定数算出方法 

ＣＲＤハウジングレストレントビームのばね定数は，ＦＥＭ解析により算出

する。なお，ＣＲＤハウジングレストレントビームのばね定数算出方法につい

て，既工認から変更はない。 

 

5.2.3 計算方法 

計算機コード「ＳＡＰ-Ⅳ」により，各部材ごとに断面積，断面二次モーメン

ト，重量等を与えるビーム要素モデルで解析する。 

 

5.2.4 計算条件 

5.2.4.1 解析モデル 

解析モデルの概要を第 5.2.4.1－1 図に示す。 

解析モデルはＣＲＤハウジングレストレントビームの対称性を考慮し，

180°の範囲をモデル化する。 
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第 5.2.4.1－1 図 解析モデルの概要 

5.2.4.2 各構成部材の材質及び材料物性 

解析に用いる各構成部材の材質及び材料定数を第 5.2.4.2－1 表に示す。 

第 5.2.4.2－1 表 各構成部材の材質及び材料定数 

構成部材 材質 
縦弾性係数 E 

(MPa) 
ポアソン比ν 

ＣＲＤハウジング 

レストレントビーム
SS400 1.92×105 0.3 

サポート SM400A 1.92×105 0.3 

ブラケット SM400A 1.92×105 0.3 

5.2.4.3 荷重条件 

ＣＲＤハウジング全水平荷重Ｗを分配して，ＣＲＤハウジングの列ごとの 

荷重Ｗｉを設定し，それらの荷重ＷｉをＣＲＤハウジングレストレントビーム

列上の最も近い接点に負荷する。 

荷重Ｗｉは列ごとのＣＲＤハウジング本数に応じた比例配分により，次のと

おり算出する。 

 
 ｉ

ｉ
ｉ

ｎ

Ｗ・ｎ
＝Ｗ (n:本数，i：列数) 

5.2.4.4 境界条件 

ＣＲＤハウジングレストレントビームとＲＰＶペデスタルは溶接にて固定

されていることから境界条件は固定する。また，180°の範囲をモデル化して

いることから，対称性を考慮した拘束条件とする。 
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5.2.5 解析結果 

ばね定数は，全水平荷重Ｗを最大変位量 δで割ることにより求める。ばね定

数を以下に示す。 

また，変形前(荷重付与前)及び変形後のモデル形状を第5.2.5－1図に示す。 

ばね定数： ［kN/m］107.16＝
δ

Ｗ
Ｋ＝ ５

第 5.2.5－1 図 変形前後のモデル形状 

変形前 変形後
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添付資料－6 

最新知見として得られた減衰定数の採用について

1. 概要

今回工認では，以下の設備について最新知見として得られた減衰

定数を採用する。これらの変更は，振動試験結果を踏まえ設計評価

用として安全側に設定した減衰定数を最新知見として反映したも

のであり，大間１号炉の建設工認及び東海第二において適用実績が

ある。 

①原子炉建物天井クレーンの減衰定数 注 １

②燃料取替機の減衰定数 注 １

③配管系の減衰定数 注 ２ 注 ３

注１ ：電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の耐震評価手法

に関する研究（Ｈ７～Ｈ10）」 

注２ ：電力共通研究「機器・配管系に対する合理的耐震評価法

の研究（Ｈ12～Ｈ13）」 

注３：（財）原子力工学試験センター「ＢＷＲ再循環系配管耐震

実証試験（Ｓ55～Ｓ60）」

なお，本資料に記載する①～③の内容については，「大間原子力

発電所１号機の工事計画認可申請に関わる意見聴取会」において聴

取されたものである。 

また，鉛直方向の動的地震力を適用することに伴い，鉛直方向の

設計用減衰定数についても大間１号炉と同様に新たに設定してい

る。 
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2. 今回工認で用いた設計用減衰定数

最新知見として反映した原子炉建物天井クレーン，燃料取替機及

び配管系の設計用減衰定数を第 2－1 表及び第 2－2 表に示す。

第 2－1 表 原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機の設計用

減衰定数 

設 備

設計用減衰定数（％）

水平方向 鉛直方向

島根２号炉
ＪＥＡＧ 

４６０１ 注 １
島根２号炉

原子炉建物 

天井クレーン
1.0 2.0 － 2.0 

燃料取替機 1.0 2.0 － 1.5(2.0)注 2 

□：新たに設定したもの

□：ＪＥＡＧ４６０１から見直したもの

注１：原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（社団

法人日本電気協会） 

注２：括弧外は，燃料取替機のトロリ位置が端部にある場合。

括弧内は，燃料取替機のトロリ位置が中央部にある場合。
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第 2－2 表 配管系の設計用減衰定数 

配管区分 

設計用減衰定数注３（%） 

保温材無 保温材有注４ 

ＪＥＡＧ 

４６０１注１ 

島根 

２号炉 

ＪＥＡＧ 

４６０１注１ 

島根 

２号炉 

Ⅰ 

支持具がスナッバ及び架構レストレイン

ト主体の配管系で，その数が４個以上の

もの 

2.0 同左 2.5 3.0 

Ⅱ 

スナッバ，架構レストレイント，ロッド

レストレイント，ハンガ等を有する配管

系で，アンカ及び Uボルトを除いた支持

具の数が４個以上であり，配管区分Ⅰに

属さないもの 

1.0 同左 1.5 2.0 

Ⅲ注２ 

Ｕボルトを有する配管系で，架構で水平

配管の自重を受けるＵボルトの数が４個

以上のもの 

－ 2.0 － 3.0 

Ⅳ 配管区分Ⅰ，Ⅱ及びⅢに属さないもの 0.5 同左 1.0 1.5 

□：新たに設定したもの

□：ＪＥＡＧ４６０１から見直したもの

注１：原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（社団法人日本電気協会） 

注２：区分Ⅲについては新たに設定されたものであり，現行ＪＥＡＧ４６０１では区分Ⅳに含まれる。 

注３：水平方向及び鉛直方向の設計用減衰定数は同じ値を使用。 

注４：保温材有の設計用減衰定数は，無機多孔質保温材による付加減衰定数として，1.0％を考慮したもので

ある。金属保温材による付加減衰定数は，配管ブロック全長に対する金属保温材使用割合が 40％以下

の場合 1.0％を適用してよいが，金属保温材使用割合が 40％を超える場合は 0.5％とする。 

（適用条件） 

ａ．適用対象がアンカからアンカまでの独立した振動系であること。 

大口径管から分岐する小口径管は，その口径が大口径管の口径の１／２倍以下である場合，その分

岐部をアンカ相当とする独立の振動系とみなしてよい。 

ｂ．配管系全体として，配管系支持具の位置及び方向が局所的に集中していないこと。 

ｃ．配管系の支持点間の間隔が次の条件を満たすこと。 

配管系全長／（配管区分ごとに定められた支持具の支持点数）≦15(m／支持点) 

ここで，支持点とは，支持具が取り付けられている配管節点をいい，複数の支持具が取り付けられ

ている場合も１支持点とする。 

ｄ．配管と支持構造物の間のガタの状態等が施工管理規程に基づき管理されていること。ここで，施工

管理規程とは，支持装置の設計仕様に要求される内容を反映した施工要領等を言う。 
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3. 設計用減衰定数の設定の考え方

 3.1 原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機の設計用減衰定数 

(1) 既工認の設計用減衰定数

原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（以下ＪＥ

ＡＧ４６０１という。）におけるクレーン類は溶接構造物に分類されるため，

設計用減衰定数は 1.0％と規定されている。ただし，既工認においては原子

炉建物天井クレーン，燃料取替機ともに水平方向に剛構造であり，上記減衰

定数を適用した応答解析は実施していない。 

(2) 設計用減衰定数の変更

原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機の減衰特性に寄与する要素には，

材料減衰とクレーンを構成する部材間に生じる構造減衰に加え，車輪とレー

ル間のガタや摩擦による減衰があり，溶接構造物としての 1.0％よりも大き

な減衰定数を有すると考えられることから，実機を試験体とした振動試験が

実施された。振動試験の結果，原子炉建物天井クレーンの減衰定数について

は，水平 2.0％，鉛直 2.0％が得られている。また，燃料取替機については，

水平 2.0％，鉛直 2.0％（燃料取替機のトロリ位置が中央部にある場合），鉛

直 1.5％（燃料取替機のトロリ位置が端部にある場合）が得られている。 

(3) 島根２号炉への適用性

振動試験の概略と，振動試験における試験体と島根２号炉及び先行認可実

績のある大間１号炉の実機との仕様の比較を参考資料(6－1)，(6－2)に示す。 

島根２号炉の原子炉建物天井クレーン及び燃料取替機については，試験結

果の適用性が確認されている大間１号炉の原子炉建屋クレーン及び燃料取替

機と同等の基本仕様であり，重量比（トロリ重量／総重量）の比較から振動

特性は同等である。 

ここで，原子炉建物天井クレーン（トロリ中央／端部）及び燃料取替機（ト

ロリ中央位置）の鉛直方向の減衰定数については，応答振幅の増加に伴い減

衰比は増加する傾向が試験結果から得られており，島根２号炉の応答振幅は

この試験における応答振幅よりも大きくなる。 

一般的に構造物の減衰は，材料減衰及び構造減衰によるものが支配的であ

ると考えられる。材料減衰は，材料が変形する際の内部摩擦による減衰であ

り，減衰比は振幅によらず一定となる。一方，構造減衰は，部材の接合部に

おける摩擦現象によって発生し，振幅とともに増大すると言われている。 

実機のクレーン類は，機上に駆動部品や搭載機器類（取付器具，電気盤，

巻上機，ワイヤロープ，燃料取替機マストチューブ等）を多数持つ構造であ

り，振幅とともに増大する構造減衰を期待できると考えられる。 

また，燃料取替機のトロリ端部位置については，試験結果から明確な応答

振幅に対する増加傾向が確認できていないものの，燃料取替機にはボルト締

結部等の摩擦減衰を期待できる電気盤等の上部構造物が多数設置されている

ことから，応答振幅の増加に伴い減衰比は少なくとも増加する傾向となり，
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1.5％以上で推移すると考えられる。 

さらに，水平方向の減衰定数については，原子炉建物天井クレーン及び燃

料取替機ともに鉛直方向よりも大きい減衰が得られている。 

したがって，今回の評価における原子炉建物天井クレーンの減衰定数につ

いては水平 2.0％，鉛直 2.0％を用いる。また，燃料取替機については水平

2.0％，鉛直 1.5％（燃料取替機のトロリ位置が端部にある場合），鉛直 2.0％

（燃料取替機のトロリ位置が中央部にある場合）を用いる。 

3.2 配管系の設計用減衰定数 

(1) 既工認の設計用減衰定数

ＪＥＡＧ４６０１における配管系の設計用減衰定数は，配管支持装置の種

類や個数によって３区分に分類されており，さらに保温材を設置した場合の

設計用減衰定数が規定されている。既工認では，上記の設計用減衰定数を適

用していた。 

(2) 今回の評価で用いた設計用減衰定数

以下，ａ，ｂに示す項目について，配管系の振動試験の研究成果に基づき，

ＪＥＡＧ４６０１に規定する値を見直し設定する。 

ａ．Ｕボルト支持配管系 

ＪＥＡＧ４６０１におけるＵボルト支持配管系の設計用減衰定数は，0.5％

と規定されている。 

Ｕボルト支持配管系の減衰に寄与する要素には，主に配管支持部における

摩擦があり，架構レストレイントを支持具とする配管系と同程度の減衰定数

を有すると考えられることから，振動試験等が実施され，減衰定数 2.0％が

得られた。 

振動試験で用いられたＵボルトについては，原子力発電所で採用されてい

る代表的なものを用いていることから，振動試験等により得られた減衰定数

を適用できると判断し，今回の評価におけるＵボルト支持配管系の設計用減

衰定数は振動試験結果から得られた減衰定数 2.0％を設定する。参考として

振動試験の概略を参考資料(6－3)に示す。 

ｂ．保温材を設置した配管系 

ＪＥＡＧ４６０１における保温材を設置した配管系の設計用減衰定数は，

振動試験の結果に基づき，保温材を設置していない配管系に比べ設計用減衰

定数を 0.5％付加できることが規定されている。 

その後，保温材の有無に関する減衰定数の試験データが拡充され，保温材

を設置した場合に付加できる設計用減衰定数の検討が行われた。 

今回の評価における保温材を設置した場合に付加する設計用付加減衰定数

は，振動試験結果から得られた減衰定数 1.0％を保温材無の場合に比べて付

加することとする。また，金属保温材が施工されている場合は，金属保温材

が施工されている配管長さが配管全長に対して 40％以下の場合は 1.0％を付
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加し，配管全長に対して 40％を超える場合には 0.5％を付加する。参考とし

て振動試験の概略を参考資料(6－4)に示す。 

(3) 島根２号炉への適用性

減衰定数の検討においては，要素試験結果から減衰定数を算出するための

評価式を求め，その上で実機配管系の解析を行い，減衰定数を求めている。 

まず，要素試験においては，原子力発電所で採用されている代表的な４タ

イプ（参考資料(6－3)補足参照）を選定しており，島根２号炉においてもこ

の４タイプのＵボルトを採用している。次に実機配管系の解析対象とした 28

モデルには，ＢＷＲプラントの実機配管が含まれており，また配管仕様（口

径，肉厚，材質），支持間隔，配管ルートも異なっており，様々な配管剛性や

振動モードに対応している（参考資料(6－3)参照）。 

したがって，今回検討した設計用減衰定数は島根２号炉へ適用可能と判断

し，島根２号炉における配管系の設計用減衰定数として設定する。 

4. 鉛直方向の設計用減衰定数について

今回工認では，鉛直方向の動的地震力を適用することに伴い，鉛直方向の設計

用減衰定数を新たに設定している。 

機器・配管系の設計用減衰定数を第 4－1表に示す。鉛直方向の設計用減衰定

数は，基本的に水平方向と同様とするが，電気盤や燃料集合体等の鉛直地震動に

対し剛体挙動とする設備は 1.0％とする。また，原子炉建物天井クレーン，燃料

取替機及び配管系については，既往試験等により確認されている値を用いる。 

なお，これらの設計用減衰定数は大間１号炉建設工認及び東海第二において適

用実績がある。 

第 4－1表 機器・配管系の設計用減衰定数 

設 備 

設計用減衰定数（％） 

水平方向 鉛直方向 

既工認 今回工認 既工認 今回工認 

溶接構造物 1.0 同左 － 1.0 

ボルト及びリベット構造物 2.0 同左 － 2.0 

ポンプ・ファン等の機械装置 1.0 同左 － 1.0 

燃料集合体 7.0 同左 － 1.0 

制御棒駆動機構 3.5 同左 － 1.0 

電気盤 4.0 同左 － 1.0 

原子炉建物天井クレーン 1.0 2.0 － 2.0 

燃料取替機 1.0 2.0 － 1.5(2.0)注 

配管系 0.5～2.0 0.5～3.0 － 0.5～3.0 

□：新たに設定したもの

注：括弧外は，燃料取替機のトロリ位置が端部にある場合。 

括弧内は，燃料取替機のトロリ位置が中央部にある場合。 
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.
0％

を
適
用
す
る
。

 

W
t 

ト
ロ
リ

横
行
レ
ー
ル

 
W

ｇ
 

ガ
ー
ダ

 

走
行

レ
ー
ル

 

サ
ド
ル

走
行
方
向

 

横
行
方
向

 

H
 

L
2
 

l1
 

h
 

L
1
 

l2
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参
考

資
料

(
6－

2)
 

燃
料

取
替
機

の
振
動

試
験
～

減
衰

比
の

検
討

～
設
計

用
減
衰

定
数

の
設

定
 

実
機

を
試

験
体

と
し

た
振

動
試
験

か
ら
得

ら
れ
た

，
燃
料

取
替
機

の
減
衰

特
性
に

基
づ
き

，
設

計
用

減
衰

定
数

の
検

討
を

実
施

し
た

。
 

ト
ロ

リ

加
振

装
置

 

ブ
リ
ッ
ジ

 

(ガ
ー
ダ

) 

 
マ

ス
ト

チ
ュ

ー
ブ

振
動
試
験
で
得
ら
れ
た
周
波
数
応
答
曲
線
か
ら
ハ
ー
フ
パ
ワ
ー
法
で
減
衰
比
を
算
定
。
 

燃
料
取
替
機

5
タ
イ
プ
に
つ
い
て
，
基
本
仕
様
（
ト
ロ
リ
及
び
ガ
ー
ダ
の

重
量
，
高
さ
，
ス
パ
ン
）
を
調
査
。

各
燃
料
取
替
機
の
構
成
要
素
，
基
本
構
造
，
サ
イ
ズ
，
重
量
，
振
動
特

性
が
同
等
で
あ
る
こ
と
を
確
認
。

１
．
代
表
試
験
体
の
選
定

 

燃
料
取
替
機

5
機
の
中
か
ら
，
建
設
中
プ
ラ
ン
ト
の
燃
料
取
替
機
を
代

表
試
験
体
と
し
て
選
定
。

２
．
振
動
試
験

 【
加
振
方
法
（
水
平
・
鉛
直
方
向
）
】 

ト
ロ
リ
中
央
部
に
設
置
し
た
加
振
装
置
に
よ
る
強
制
加
振

（
正
弦
波

 5
H

z～
2
0
H

z）

３
．
計
測
デ
ー
タ
の
処
理

 

燃
料
取
替
機
の
減
衰
比
と
応
答
振
幅
の
関
係

 

（
鉛
直
方
向
） 

燃
料
取
替
機
の
減
衰
比
と
応
答
振
幅
の
関
係

 

（
水
平
方
向
） 

【
設
計
用
減
衰
定
数
（
鉛
直
方
向
）】

 
ト
ロ
リ
位
置
が
中
央
部
の
場
合
で
は
，
応
答
振
幅
の
増
加
に
伴

い
減
衰
比
は
増
加
傾
向
に
あ
り
，
振
幅
レ
ベ
ル

0
.4

0
m

m
で
も

減
衰
比

2
.0
％
以
上
と
な
っ
て
い
る
こ
と
，
振
幅
が
増
加
す
る
と

取
付
器
具
の
振
動
等
で
構
造
減
衰
が
増
加
し
，
設
計
応
答
振

幅
レ
ベ
ル
で
も
減
少
す
る
こ
と
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
，

設
計
用
減
衰
定
数

2
.0
％
と
し
た
。

ト
ロ
リ
位
置
が
端
部
の
場
合
で
は
，
応
答
振
幅
に
係
ら
ず
，

1
.5
％
程
度
の
減
衰
が
得
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
設
計
用
減
衰

定
数

1
.5
％
と
し
た
。

４
．
設
計
用
減
衰
定
数
の
設
定

 

【
試
験
結
果
（
鉛
直
方
向
）】

 
ト
ロ
リ
位
置
が
中
央
の
場
合
で
は
，
応
答
振
幅
の
増
加
に
し
た

が
っ
て
減
衰
比
は
増
加
す
る
傾
向
を
示
し
て
い
る
。
応
答
振
幅

0
.4

0
m

m
で
減
衰
比

2
.0
％
以
上
が
得
ら
れ
て
い
る
。

ト
ロ
リ
位
置
が
端
部
の
場
合
で
は
，
応
答
振
幅
に
係
ら
ず
，

1
.5
％
程
度
の
減
衰
比
が
得
ら
れ
て
い
る
。

【
試
験
結
果
（
水
平
方
向
）】

 
燃
料
取
替
機
の
水
平
方
向
の
減
衰
比
は
，
ト

ロ
リ
位
置
が
中
央
部
で
は
応
答
振
幅

0
.0

7
m

m
に
お
い
て

3
.6
％
，
ト
ロ
リ
位
置
が
端

部
で
は
応
答
振
幅

0.
07

m
m
に
お
い
て

3
.1
％
と
い
う
結
果
が
得
ら
れ
て
い
る
。

【
設
計
用
減
衰
定
数
（
水
平
方
向
）】

 
水
平
方
向
の
減
衰
比
は
，
振
幅
レ
ベ
ル

0
.0

7
m

m
で
も
鉛
直
方
向
の
減
衰
を
上
回
る

こ
と
が
確
認
さ
れ
て
お
り
，
鉛
直
方
向
の
試

験
結
果
か
ら
，
減
衰
比
は
応
答
振
幅
の
増

加
と
と
も
に
大
き
く
な
る
傾
向
に
あ
る
が
，
デ

ー
タ
点
数
が
少
な
い
た
め
，
鉛
直
方
向
と
同

じ
2
.0
％
を
水
平
方
向
の
設
計
用
減
衰
定
数

と
し
た
。

【
凡
例
】

 

□
水
平
方
向
減
衰
比

[ト
ロ
リ
中
央
部

] 
×
鉛
直
方
向
減
衰
比

■
水
平
方
向
減
衰
比

[ト
ロ
リ
端
部

] 
右
図
に
示
し
た
鉛
直
方
向
の

 

結
果
を
参
考
と
し
て
記
載

 

振
幅

(㎜
)

減衰比(%) 

【
凡

例
】

 

■
マ

ス
ト
縮

，
ト
ロ

リ
中
央

▲
マ

ス
ト

縮
，
ト
ロ
リ
中
央

 

□
マ

ス
ト
縮

，
ト
ロ

リ
端

△
マ

ス
ト

縮
，
ト
ロ
リ
端

 

振
幅

(㎜
)

減衰比(%) 

減
衰

比
の
増

加
傾
向
（
ト
ロ
リ
中
央
部
）

 

（
回

帰
分
析

の
結
果
に
よ
る
）

 

減
衰

比
の
傾
向
（
ト
ロ
リ
端
部
）

 

（
回

帰
分
析
の
結
果
に
よ
る
）
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参
考
資
料

(6
－
2
) 

燃
料
取

替
機

試
験
体

と
島
根
２

号
炉

及
び

大
間
１

号
炉
の
燃

料
取

替
機
の
仕
様
の
比
較
 

仕
様
 

試
験
体
 

島
根
２

号
炉
 

大
間

１
号
炉
 

備
考
 

ト
ロ

リ

質
量
 

Ｗ
ｔ
（

t
）
 

1
5
.
5 

1
3
.
1 

2
7
.
0 

高
さ
 

ｈ
（

m
）
 

4
.
7
9
5 

5
.
7
9
5 

5
.
7
9
5 

ス
パ
ン

ｌ
１
（

m
）

3
.
0
 

3
.
0
 

3
.
0
 

ス
パ
ン

ｌ
２
（

m
）

2
.
6
 

2
.
6
 

3
.
0
 

ブ
リ

ッ
ジ
 

質
量
 

Ｗ
ｇ
（

t
）
 

2
3
.
6 

2
7
.
5 

4
0
.
0 

高
さ
 

Ｈ
（

m
）
 

2
.
0
0
5 

2
.
0
0
5 

2
.
0
7
5 

ス
パ
ン

Ｌ
１
（

m
）

1
2
.
4
6 

1
5
.
1
6 

1
5
.
1
6 

ス
パ
ン

Ｌ
２
（

m
）

4
.
6
 

4
.
6
 

4
.
4
3 

総
質

量
 
W
 [
t
] 

3
9
.
1 

4
0
.
6 

6
7
.
0 

【
試
験
体
と
実
機
と

の
比
較
の
考
え
方
】
 

燃
料
取
替
機
に
つ
い
て
は
，

ブ
リ
ッ
ジ
等
の
骨

組
み
構
造
の
材
料
減
衰
及
び
ト
ロ
リ
，

ブ
リ
ッ
ジ
等
の
ガ
タ
や
摩
擦
に
よ
る
構
造
減
衰
が
減
衰
に
影
響
を
与
え
る
と
考
え
ら
れ
る
。
ト
ロ

リ
の
構
造
減
衰
は
ト
ロ
リ
位
置
に
よ
っ
て
異
な
る
。
試
験
で
得
ら
れ
た
減
衰
比
デ
ー
タ
と
し
て
は
，
ブ
リ
ッ
ジ
中
央
に
ト
ロ
リ
が
あ
る
場
合
，
ブ
リ
ッ
ジ
の
端
部
に
ト
ロ
リ
が
あ
る
場
合
の

２
種
類
あ
る
。
鉛
直
方
向
に
関
し
て
は
，
ブ
リ
ッ

ジ
の
中
央
に
ト
ロ
リ
が
あ
る
場
合
の
方
が
，
ブ
リ
ッ
ジ
の
端
部
に
ト
ロ
リ
が
あ
る
場
合
に
比
べ
て
減
衰
比
は
高
く
な
っ
て
い
る
。

 
ブ
リ
ッ
ジ
の
中
央
に
ト
ロ
リ
が
あ
る
場
合
，
鉛
直
方
向
に
関
し
て
は
，
応
答
振
幅
の
増
加
に
伴
い
減
衰
比
は
増
加
傾
向
に
あ
り
，
応
答
振
幅
レ
ベ
ル

0.
4
0
mm

で
減
衰
比

2
.0
％
以
上
と
な

っ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
設
計
用
減
衰
定
数
を

2
.0
％
と
す
る
。
水
平
方
向
の
減
衰
比
は
，
応
答
振
幅
レ
ベ
ル

0
.0
7
m
m
で

3
.
6％

の
減
衰
比
が
得

ら
れ
て
い
る
が
，
デ
ー
タ
点
数
が
少
な
い
た

め
，
鉛
直
方
向
と
同
じ

2
.
0％

を
水
平
方
向
の
設
計
用
減
衰
定
数
と
し
た
。
 

 
ブ
リ
ッ
ジ
の
端
部
に
ト
ロ
リ
が
あ
る
場
合
，
鉛

直
方
向
に
関
し
て
は
，
応
答
振
幅
に
係
ら
ず

1
.
5％

程
度
の
減
衰
比
が
得
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
設
計
用
減
衰
定
数
を

1
.5
％
と
し
た
。

水
平
方
向
の
減
衰
比
は
，
応
答
振
幅
レ
ベ
ル

0
.0
7
m
m
で

3.
1
％
の
減
衰
比
が
得
ら
れ
て
い
る
が
，
デ
ー
タ
点
数
が

少
な
い
た
め
，
鉛
直
方
向
と
同
じ

2
.
0％

を
水
平
方
向
の
設
計
用
減
衰
定

数
と
し
た
。
 

 
次
に
島
根
２
号
炉
へ
の
適
用
性
の
観
点
で
は
，
上
表
よ
り
，
サ
イ
ズ
及
び
質
量
は
試
験
体
と
ほ
ぼ
同
等
で
あ
る
た
め
，
振
動
特
性
も
同

等
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
，
試
験
で
は
低

加
速
度
レ
ベ
ル
（

水
平
約

1
0
0g
a
l
，
鉛
直
約

20
0
g
al
）
に
て
実
施
さ
れ
て
い
る
が
，
実
際
の
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
は
そ
れ
よ
り
も
大
き
い

加
速
度
レ
ベ
ル
と
な
る
。
試
験
結
果
か
ら
，
応
答
の

増
幅
に
伴
い
減
衰
比
も
増
加
傾
向
に
あ
る
た
め
，

上
記
の
試
験
結
果
よ
り
得
ら
れ
た
減
衰
比
は
適
用
可
能
と
考
え
ら
れ
る
。
以
上
か
ら
，

島
根
２
号
炉
の
燃
料
取
替
機
に
お
け
る
設
計
用
減

衰
定
数
と
し
て
水
平

2.
0
％
，

鉛
直

1
.
5％

（
燃
料
取
替
機
の
ト
ロ
リ
位
置
が
端
部
に
あ
る
場
合
），

2
.
0％

（
燃
料
取
替
機
の
ト
ロ
リ
位
置
が
中
央
部
に
あ
る
場
合
）
を
適
用
す
る
。
 

ト
ロ
リ

補
助

ホ
イ
ス
ト

 

ブ
リ

ッ
ジ

(ガ
ー

ダ
) 

Ｗ
ｇ

ｈ

燃
料
つ
か
み
具
 

マ
ス
ト
チ
ュ
ー
ブ L
1

Ｈ

走
行
レ
ー
ル

横
行
レ
ー
ル

補
助
ホ
イ
ス
ト

走
行
方
向

Ｗ
ｔ

L
2

l
1

l
2
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参
考

資
料

(
6－

3)
 

U
ボ

ル
ト

支
持

配
管

系
の

振
動
試

験
（

1
/
3
）：

①
要
素

試
験
～
②

消
散

エ
ネ

ル
ギ
評

価
式
の

策
定

～
③

要
素

試
験

結
果

と
の

比
較

 

U
ボ

ル
ト

支
持
部

1
箇

所
の
減
衰

特
性
を

把
握
す

る
た
め

，
最
も

単
純
な

試
験
体

で
振

動
試

験
を

実
施

。
 

実
規
模
配
管
系
の
試
験
結
果
と
消
散
エ
ネ
ル
ギ

 

評
価
式
に
基
づ
く
減
衰
定
数
を
比
較
し
，
消
散

 

エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
保
守
性
を
確
認
。

要
素
試
験
結
果
よ
り
，
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式

を
策
定
し
，
減
衰
換
算
法
に
よ
り
減
衰
定
数
を

求
め
る
。

U
ボ
ル
ト
支
持
配
管
系
の
研
究
の
流
れ

 

①
要
素
試
験

U
ボ
ル
ト

1
個
が
有
す
る
減
衰
特
性
を
把
握
。

②
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
策
定

③
要
素
試
験
結
果
と
の
比
較

要
素
試
験
か
ら
策
定
し
た
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式

 

に
つ
い
て
，
実
規
模
配
管
系
で
保
守
性
を
確
認
。

 

④
実
規
模
配
管
系
試
験

⑤
配
管
解
析
に
基
づ
く
設
計
用
減
衰

定
数
の
検
討

要
素
試
験
装
置

 

１
サ
イ
ク
ル
あ
た
り
の
履
歴

 

付 加 質 量 位 置 で の 変 位

水
平
支
持
力
と
水
平
変
位
を
測
定

 

変
位
－
荷
重
履
歴
の
モ
デ
ル
化

 

【
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
策
定
】 

モ
デ
ル
内
部
の
面
積
が
消
散
さ
れ
る

エ
ネ
ル
ギ
で
あ
り
，
こ
の
面
積
を
数
式

化
 

荷
重

 
（
kN
） 

 

要
素
試
験
結
果
と
消
散
エ
ネ
ル
ギ

 

評
価
式
の
結
果
の
比
較

 

消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
保
守
性

 

の
確
認

 

（ 消 散 エ ネ ル ギ 評 価 式 の 策 定 ）

(
1
/
3
) 

(
2
/
3
) 

(
3
/
3
) 

消散エネルギ （Nm/N） 
D

is
p
.（
㎜
） 

Force（kN） 

12
.2
㎜

 
14

.1
㎜

 

17
.0
㎜

 
19

.9
㎜

 

22
.6
㎜

 

消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
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参
考

資
料

(
6－

3)
 

U
ボ

ル
ト

支
持

配
管
系

の
振
動
試

験
（

2
/
3
）：

④
実
規

模
配
管

系
試

験
 

要
素

試
験

結
果

に
基

づ
き

策
定

し
た
消
散

エ
ネ
ル

ギ
評
価

式
の
実

機
へ
の

適
用
性

確
認
の

た
め
，

実
規

模
配

管
系

試
験

に
よ

る
振

動
試

験
を

実
施

し
，

 

試
験

結
果

よ
り

得
ら
れ
る

減
衰
定

数
と
消

散
エ
ネ

ル
ギ
評

価
式
よ

り
得
ら

れ
る
減

衰
定

数
の

比
較

検
討

を
行

っ
た

。
 

実
規
模
配
管
系
の
試
験
結
果
と
消
散
エ
ネ
ル
ギ

 

評
価
式
に
基
づ
く
減
衰
定
数
を
比
較
し
，
消
散

 

エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
保
守
性
を
確
認
。

要
素
試
験
結
果
よ
り
，
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式

 

を
策
定
し
，
減
衰
換
算
法
に
よ
り
減
衰
定
数
を

 

求
め
る
。

 

U
ボ
ル
ト
支
持
配
管
系
の
研
究
の
流
れ

 

①
要
素
試
験

U
ボ
ル
ト
１
個
が
有
す
る
減
衰
特
性
を
把
握
。

 

②
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
策
定

③
要
素
試
験
結
果
と
の
比
較

要
素
試
験
か
ら
策
定
し
た
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式

 

に
つ
い
て
，
実
規
模
配
管
系
で
保
守
性
を
確
認
。

 

④
実
規
模
配
管
系
試
験

⑤
配
管
解
析
に
基
づ
く
設
計
用
減
衰

定
数
の
検
討

実
規
模
配
管
系
試
験
装
置

 
試
験
結
果
と
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
に
よ
る
減
衰
定
数
の
比
較

 

試
験
結
果
と
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
に
よ
る
減
衰
定
数
を
比

較
し
た
結
果
，
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
方
が
全
変
位
領
域

で
下
回
っ
て
お
り
，
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
保
守
性
が
確

認
さ
れ
た
。

 

(
1
/
3
) 

(
2
/
3
) 

(
3
/
3
) 

配
管

最
大

応
答

変
位
（

㎜
）
 

減衰定数(%) 

○
試
験

(水
平
試
験

) 

●
試
験

(水
平
上
下
試
験

) 

□
減
衰
推
算
法
に
よ
る
推
算

 

算
定

値
 

試
験

値
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参
考

資
料

(
6－

3)
 

U
ボ

ル
ト

支
持

配
管
系

の
振
動
試

験
（

3
/
3
）：

⑤
配
管

解
析
に
基

づ
く

設
計

用
減

衰
定

数
の

設
定

 

実
機

プ
ラ

ン
ト

に
お

い
て

は
，
配

管
系
の

支
持
箇

所
や
ル

ー
ト
は

多
種
多

様
で
あ

る
。
こ

こ
で
は

，
実

機
配

管
系

の
計

算
モ

デ
ル

に
対

し
て

 

消
散

エ
ネ

ル
ギ

評
価

式
を

用
い
て

減
衰
定

数
を
算

出
し
，

さ
ら
に

，
U
ボ
ル
ト

支
持
配

管
系

の
設

計
用

減
衰

定
数

の
検

討
を

行
っ

た
。

 

実
規
模
配
管
系
の
試
験
結
果
と
消
散
エ
ネ
ル
ギ

 

評
価
式
に
基
づ
く
減
衰
定
数
を
比
較
し
，
消
散

 

エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
保
守
性
を
確
認
。

要
素
試
験
結
果
よ
り
，
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式

 

を
策
定
し
，
減
衰
換
算
法
に
よ
り
減
衰
定
数
を

 

求
め
る
。

 

U
ボ
ル
ト
支
持
配
管
系
の
研
究
の
流
れ

 

①
要
素
試
験

U
ボ
ル
ト

1
個
が
有
す
る
減
衰
特
性
を
把
握
。

 

②
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
策
定

③
要
素
試
験
結
果
と
の
比
較

要
素
試
験
か
ら
策
定
し
た
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式

 

に
つ
い
て
，
実
規
模
配
管
系
で
保
守
性
を
確
認
。

 

④
実
規
模
配
管
系
試
験

⑤
配
管
解
析
に
基
づ
く
設
計
用
減
衰

定
数
の
検
討

○
前
項
ま
で
に
，
実
規
模
配
管
系
試
験
に
て
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
の
保
守
性
を
確
認
。

○
設
計
用
減
衰
定
数
を
設
定
す
る
に
当
た
り
，

U
ボ
ル
ト
の
支
持
具
数
や
配
管
ル
ー
ト
等
様
々
な
配
管
系
に
つ
い
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
消
散
エ
ネ
ル
ギ
評
価
式
に
よ
る
減
衰
定
数
が
配
管
変
位
に
依
存
す
る
た
め
，
配
管
系
の
振
動
モ
ー
ド
変
位
を
一
定
と
仮
定
し
た
状
態
で
減

衰
定
数
（
変
位
仮
定
減
衰
定
数
）
を
算
出
し
た
。
対
象
は

U
ボ
ル
ト
支
持
部
を
有
す
る
実
機
配
管
系
（
2
8
モ
デ
ル
）
と
し
た
。

U
ボ
ル
ト
支
持
配
管
系
の
減
衰
推
算
結
果

 

U
ボ
ル
ト
支
持
配
管
系
（
2
8
モ
デ
ル
）
に
対
す
る
解
析
に
よ
る
検
討
（
各
振
動
モ
ー
ド
が
全
て
一
律
の
変
位
が
生
じ
る
と
仮
定
）
 

解
析
の
結
果
，

U
ボ
ル
ト

4
個
以
上

 

の
配
管
系
に
お
い
て
，

 

(a
)
仮
定
変
位

2
.5
㎜
の
場
合
，

減
衰
定
数

2
.0
％
以
上
が

得
ら
れ
た
。

(b
)
仮
定
変
位

5
.0
㎜
の
場
合
，

減
衰
定
数

1
.0
％
以
上
が

得
ら
れ
た
。

(a
)
変
位
設
定
値

 2
.5
㎜

(b
)
変
位
設
定
値

 
5
.0
㎜

2
.0
％

 
1
.0
％

 

○
変
位
仮
定
減
衰
定
数
は
，
計
算
結
果
か
ら
も
分
か
る
よ
う
に
「
仮
定

す
る
変
位
」
に
依
存
す
る
。

○
変
位

2
.5
㎜
の
減
衰
定
数
及
び
変
位

5
.0
㎜
の
減
衰
定
数
で
あ
る

2
.0
％
及
び

1
.0
％
を
与
え
る
下
限
値
を
示
し
た
配
管
モ
デ
ル
に
対

し
て
，
よ
り
詳
細
な
解
析
を
行
い
，

U
ボ
ル
ト
支
持
配
管
系
の
設
計
用

減
衰
定
数
を
検
討
し
た
。

比
較
検
討
の
結
果
，
詳
細
計
算
結
果
と
変
位

2
.5
㎜
を
与
え
た
場
合

 

の
結
果
が
よ
く
一
致
し
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
，

U
ボ
ル
ト
支
持
配
管
系
の

 

設
計
用
減
衰
定
数
を

2
.0
％
に
設
定
し
た
。

 

な
お
，
設
計
用
減
衰
定
数

2
.0
％
適
用
に
当
た
り
，
以
下
の
項
目
を
条
件
と
す
る
。

 

○
U
ボ
ル
ト
は
，
運
転
時
に
配
管
と
ボ
ル
ト
頂
部
と
の
間
に
隙
間
が
あ
る
よ
う
施
工
さ
れ
る
こ
と
。

○
今
回
検
討
対
象
と
し
た

U
ボ
ル
ト
の
据
付
状
態
で
あ
る
こ
と
。
（
水
平
配
管
の
自
重
を
架
構
で
受
け
る

U
ボ
ル
ト
）

詳
細
計
算
に
よ
る
減
衰
定
数
の
検
討
（
モ
ー
ド
別
減
衰
定
数
に
よ
る
検
討
）
 

(
1
/
3
) 

(
2
/
3
) 

(
3
/
3
) 

配
管
の
自
重
を
受
け
る

U
ボ
ル
ト
支
持
具
数

(個
) 

配
管
の
自
重
を
受
け
る

U
ボ
ル
ト
支
持
具
数

(個
) 

減衰定数(%) 

減衰定数(%) 

評
価
点
番
号

 

地震応力(N/㎜2) 

変
位
仮
定
減
衰
定
数

1
.0

%
(変

位
設
定
値

5
.0

㎜
) 

変
位
仮
定
減
衰
定
数

2
.0

%
(変

位
設
定
値

2
.5

㎜
) 

モ
ー
ド
別
減
衰
定
数

 

61
4条－別紙7－119



参考資料(6－3) 

【補足】要素試験に用いたＵボルト支持構造物のタイプ 

 試験に用いたＵボルトは，原子力発電所で採用されている代表的な４タイプを選定

した。 
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参考資料(6－3) 

【解析を行った配管仕様】 

・口径：20Ａ～400Ａ

・材質：ステンレス鋼，炭素鋼

解析を行ったＢＷＲ実機配管 

系 統 口 径 

○ｂ 配管 ＣＲＤ 32Ａ 

○ｅ 配管 ＡＣ 50Ａ 

○ｏ 配管 ＲＨＲ 150Ａ 

○ｐ 配管 ＦＰＣ 40Ａ 

○ｑ 配管 ＭＵＷＣ 100Ａ 

○ｒ 配管 ＭＵＷＣ 150Ａ，80Ａ 

○ｓ 配管 ＲＣＷ 200Ａ 

○ｔ 配管 ＲＣＷ 200Ａ，80Ａ 

○ｕ 配管 ＣＲＤ 32Ａ 
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参考資料(6－3) 

○ｂ ○ｅ

○ｏ ○ｐ

○ｑ
○ｒ
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参考資料(6－3) 

○ｓ
○ｔ

○ｕ

65
4条－別紙7－123



参
考

資
料

(
6－

4)
 

配
管

系
の
保

温
材
に

よ
る
付

加
減

衰
定

数
（

無
機
多

孔
質
保

温
材

）
 

試
験
体
（

無
機

多
孔

質
保

温
材

）
を

使
用

し
た
振

動
試
験

か
ら
得

ら
れ
た

配
管
系

の
保
温

材
に
よ

る
付
加

減
衰
定

数
に

基
づ

き
，

設
計

用
減

衰
定

数
の

検
討

を
行

っ
た

。
 

１
．
試
験
体

 

配
管
口
径
の
異
な
る

3
種
類
（
①

8
B
（
20

0
A
）
，

 

②
1
2
B
（
30

0
A
）
，
③

2
0
B
（5

0
0
A
））
の
試
験

体
を
用
い
て
振
動
試
験
を
実
施
。

２
．
振
動
試
験

 

振
動
試
験
は
保
温
材
有
り
の
場
合
及
び
保
温
材

 

無
し
の
場
合
に
つ
い
て
実
施
。

 

（
保
温
材
厚
さ

 7
5
m

m
）
 

試
験
装
置
概
略
図

 

３
．
試
験
結
果

 

保
温
材
有
・
無
の
結
果
を
比
較
し
，
保
温
材
が
有
る
場
合
に
付
加
で
き
る
減
衰
定
数
（
付
加
減
衰
定
数
）
と
変
位
と
の
関

係
を
示
す
。

 

①
配
管
口
径

8
B

②
配
管
口
径

1
2
B

③
配
管
口
径

2
0
B

４
．
設
計
用
減
衰
定
数
の
設
定

 

【
試
験
結
果
（
8
B
，

1
2
B
，

2
0
B
）】

 

○
応
答
変
位

3
.0
㎜
以
上
の
領
域

保
温
材
に
よ
る
付
加
減
衰
定
数
は

1
.0
％
以
上
，
応
答
変
位
の
漸
増
又
は
一
定
の
値
を
示
す
傾
向
。

○
応
答
変
位

3
.0
㎜
以
下
の
領
域
（
小
応
答
領
域
）

減
衰
デ
ー
タ
に
ば
ら
つ
き
が
あ
り
，
付
加
減
衰
定
数

1
.0
％
以
下
の
場
合
が
あ
る
。

【
設
計
用
減
衰
定
数
の
設
定
】
 

小
応
答
領
域
に
つ
い
て
は
，
配
管
の
強
度
上
問
題
と
な
ら
な
い
こ
と
か
ら
，
保
温
材
に
よ
る
付
加
減
衰
定
数
は

1
.0
％
と
す
る
。

 

配
管

 
保
温
材

 

付
加
重
量

 

板
バ
ネ

 

振
動
台

 

応
答
変
位

(㎜
) 

応
答
変
位

(㎜
) 

応
答
変
位

(㎜
) 

付加減衰定数Δh(%) 

付加減衰定数 Δh(%) 

付加減衰定数 Δh(%) 

×
：

変
位

制
限

撤
廃

前
デ

ー
タ

（
応

答
変

位
3
0
㎜

以
下

）
 

□
：

変
位

制
限

撤
廃

前
デ

ー
タ

（
応

答
変

位
3
0
㎜

よ
り

大
）

○
：

変
位

制
限

撤
廃

検
討

時
デ

ー
タ

×
：

変
位
制
限
撤
廃

前
デ
ー
タ
（
応

答
変
位

3
0
㎜
以
下

）
 

□
：

変
位
制
限
撤
廃

前
デ
ー
タ
（
応

答
変
位

3
0
㎜
よ
り

大
）

○
：

変
位
制
限
撤
廃

検
討
時
デ
ー
タ

×
：

変
位
制
限
撤
廃

前
デ
ー
タ
（
応

答
変
位

3
0
㎜
以
下

）
 

□
：

変
位
制
限
撤
廃

前
デ
ー
タ
（
応

答
変
位

3
0
㎜
よ
り

大
）

○
：

変
位
制
限
撤
廃

検
討
時
デ
ー
タ
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参
考

資
料

(
6－

5)
 

配
管

系
の
保

温
材
に

よ
る
付

加
減

衰
定

数
（

金
属
保

温
材

及
び
無

機
多

孔
質

保
温

材
）

 

試
験
体

（
金

属
保

温
材

及
び

無
機

多
孔

質
保
温
材

）
を
使

用
し
た

振
動
試

験
か
ら

得
ら
れ

た
保
温

材
に
よ

る
付
加

減
衰

定
数

に
基

づ
き

，
設

計
用

減
衰

定
数

の
検

討
を

行
っ

た
。

 

 

１
．
試
験
体

 

B
W
R

型
プ
ラ
ン
ト

の
再
循
環
系
（

P
LR
）
配
管
２

ル
ー
プ
の

う
ち
１
ル
ー
プ
を
模
擬
し
た
実
物
大
モ
デ
ル

２
．
振
動
試
験

 

振
動
試
験
は
保
温
材
有
・
無
の
場
合
に
つ
い
て
実
施
。
 

保
温

材
に

つ
い

て
は

，
金

属
保

温
材

と
無

機
多

孔
質

保
温

材
が

混
在

し
て

配
管

全
長

に
施

工
さ

れ
，

金
属

保
温

材
が

施
工

さ
れ

て
い

る
配

管
長

さ
は

，
配

管
全

長
に

対
し

43
%

を
占
め
る
。

３
．
試
験
結
果

 
試
験
体
を
再
現
し
た
解
析
モ
デ
ル
を
用
い
て
固
有
値
解
析
を
行
っ
た
結
果
，
一
次
モ
ー
ド
が

応
答
に
支
配
的
で
あ
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。
 

【
設

計
用

減
衰
定

数
の
設

定
】
 

試
験
よ
り

得
ら
れ

た
付
加

減
衰

定
数

3.
9
%
は

，
設

計
用

減
衰

定
数

と
し

て
設

定
し

た
保

温
材

に

よ
る
付
加

減
衰
定

数
1.
0
%を

上
回

る
こ

と
か

ら
，

金
属

保
温

材
と

無
機

多
孔

質
保

温
材

が
混

在

す
る
場
合

に
つ
い

て
も
適

用
で

き
る

と
考

え
ら

れ
る

。
 

た
だ
し
本

試
験
に

お
い
て

，
金

属
保

温
材

が
施

工
さ

れ
て

い
る

配
管

長
さ

は
配

管
全

長
に

対
し

，
 

4
3
%で

あ
っ
た

こ
と
か

ら
，

下
記

の
適

用
条

件
を

設
定

し
た

。
 

①
金
属
保

温
材
が

施
工
さ

れ
て

い
る

配
管

長
さ

が
配

管
全

長
に

対
し

て
40
%以

下
の

場
合

・
・
・
・

1
.0
%を

付
加

す
る

。

②
金
属
保

温
材
が

施
工
さ

れ
て

い
る

配
管

長
さ

が
配

管
全

長
に

対
し

て
40
%を

超
え

る
場

合

・
・
・
・

0
.5
%を

付
加

す
る

。

４
．
設
計
用
減
衰
定
数
の
設
定
 

一
次
モ
ー
ド
に
お
け
る
保
温
材
有
・
無
の
減
衰
定
数
を
下
表
に
示
す
。
 

 ・
付
加
減
衰
定
数
は
，
保

温
材
有
の
減
衰
定
数
（

9
.4
%
）
と
保
温
材
無
の
減
衰
定
数
（
5.
5
%
）

の
差
よ
り
，
3
.
9
%と

評
価
で
き
る
。

・
一
次
モ
ー
ド
に
お
け
る

卓
越
部
位
は
ポ
ン
プ
廻
り
の
配
管
系
で
あ
り
，
当
該
部
位
で
の
金

属
保
温
材
の
使
用
割
合
は
，
約

7
5％

（
ポ
ン
プ
入
口
弁
エ
ル
ボ

部
か
ら
ポ
ン
プ
出
口
弁
エ

ル
ボ
部
の
範
囲
）
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
付
加
減
衰
定
数

3
.9
％
は
金
属
保
温
材
の
影
響
が

支
配
的
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

保
温

材
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添付資料－7 

水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方根法による組合せ 

について 

1. 概要

今回工認の耐震設計では，これまで静的な取扱いのみであった鉛直方向の地震

力について，動的な地震力を考慮することに伴い，水平方向及び鉛直方向の動的

な地震力による荷重を適切に組み合わせることが必要となる。 

従来の水平方向及び鉛直方向の荷重の組合せは，静的地震力による鉛直方向の

荷重には地震継続時間や最大加速度の発生時刻のような時間の概念がなかった

ことから，水平方向及び鉛直方向の地震力による荷重の最大値同士の絶対値和と

していた（以下「絶対値和法」という。）。 

一方，水平方向及び鉛直方向がともに動的地震力である場合，両者の最大加速

度の発生時刻に差があるという実挙動を踏まえると，従来と同じように絶対値和

法を用いるのではなく，時間的な概念を取り入れた荷重の組合せ方法を検討する

必要がある。 

本資料では，水平方向及び鉛直方向の動的地震力の組合せに関する既往研究（１）

をもとに，二乗和平方根（以下「ＳＲＳＳ（Square Root of the Sum of the Squares）」

という。）法による組合せの妥当性について説明するものである。 

なお，ＳＲＳＳ法による荷重の組合せは，大間１号炉建設工認及び東海第二に

おいて適用実績のある手法である。 
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2. 島根２号炉で用いる荷重の組合せ方法 

島根２号炉では，静的地震力による荷重の組合せについては，従来通り絶対値

和法を用いて評価を行う。また，動的地震力による荷重の組合せについては，既

往知見に基づきＳＲＳＳ法を用いて評価を行う。 

 

3. 水平方向及び鉛直方向の地震力による荷重の組合せ方法に関する研究の成果 

 3.1 荷重の組合せ方法の概要 

荷重の組合せ方法として，絶対値和法及びＳＲＳＳ法の概要を以下に示す。 

 

  (1) 絶対値和法 

本手法は，水平方向及び鉛直方向の地震力による最大荷重（又は応力）注

を絶対値和で組み合わせる方法である。 

この方法は，水平方向及び鉛直方向の地震力による最大荷重が同時刻に同

位相で発生することを仮定しており，組合せ方法の中では最も大きな荷重を

与える。本手法は，主に地震力について時間の概念がない静的地震力による

荷重の組合せに使用する。 

 

組合せ荷重（又は応力） ｍａｘＶｍａｘＨ ｜＋｜Ｍ｜＝｜Ｍ  

ＭＨ：水平方向地震力による荷重（又は応力） 

ＭＶ：鉛直方向地震力による荷重（又は応力） 

 

  (2) ＳＲＳＳ法 

本手法は，水平方向及び鉛直方向の地震力による最大荷重（又は応力）注

を二乗和平方根で組み合わせる方法である。 

この方法は，水平方向及び鉛直方向の地震力による最大荷重の発生時刻に

時間的なずれがあるという実挙動を考慮しており，水平方向及び鉛直方向地

震動の同時入力による時刻歴応答解析結果との比較において平均的な荷重を

与える。本手法は動的地震力による荷重同士の組合せに使用する。 

 

組合せ荷重（又は応力） 22
ｍａｘＶｍａｘＨ )＋(Ｍ)(Ｍ＝  

ＭＨ：水平方向地震力による荷重（又は応力） 

ＭＶ：鉛直方向地震力による荷重（又は応力） 

 

注：荷重の段階で組み合わせる場合と荷重により発生した応力の段階で組み

合わせる場合がある（次頁補足参照）。応力で組み合わせる場合は，その

妥当性を確認した上で適用する。 
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（補足）荷重又は応力による組合せについて 

水平方向及び鉛直方向の動的地震力をＳＲＳＳ法で組み合わせる際，評価対象

機器の形状や部位に応じて荷重の段階で組み合わせる場合と荷重により発生し

た応力の段階で組み合わせる場合がある。ここではその使い分けについて，具体

例を用いて説明する。 

Ａ．荷重の段階で組合せを行う場合 

横形ポンプの基礎ボルトの引張応力の評価を例とする。以下の式で示すよう

に水平方向地震力と鉛直方向地震力の組合せは，荷重である水平方向地震力に

よるモーメント（ｍ・ｇ・ＣＨ・ｈ）と鉛直方向地震力によるモーメント（ｍ・

ｇ・ＣＶ・ｌ１）を組み合わせる。 

本手法については，非同時性を考慮する地震荷重についてのみＳＲＳＳして

おり，実績のある妥当な手法である。 

【絶対値和法】 

 　１Ｐ１Ｐ１ＶＨｂ －ｍｇｌ)＋Ｍ(ｈ＋ｌ)＋ｍｇＣｌｈ＋Ｃｍｇ(Ｃ
Ｌ

1
＝Ｆ

…(式 A－1) 

【ＳＲＳＳ法】 

  １Ｐ１Ｐ１ＶＨｂ －ｍｇｌ)＋Ｍ(ｈ＋ｌｍｇＣ)ｌ(Ｃｈ)(Ｃｍｇ
Ｌ

1
＝Ｆ 22 

…(式 A－2) 

ここで， 

Ｆｂ：基礎ボルトに生じる引張力 

ＣＨ：水平方向震度 

ＣＶ：鉛直方向震度 

ＣＰ：ポンプ振動による震度 

ＭＰ：ポンプ回転により働くモーメント 

ｇ ：重力加速度 

ｈ ：据付面から重心までの距離 

ｌ１，ｌ２：重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

Ｌ ：支点とする基礎ボルトから最大引張応力がかかる基礎ボルトまで

の距離 

ｍ ：機器の運転時質量 

である。 
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図 A－1 横形ポンプに作用する震度 

Ｂ．応力による組合せを行う場合 

横置円筒形容器の脚の組合せ応力の評価を例とする。脚には，水平方向地震

力による曲げモーメントＭｌ１及び鉛直方向荷重 

Ｐｌ，鉛直方向地震力による鉛直荷重 Ｖｓ１１ Ｃｇ)＋ｍ(Ｒ  が作用する。 

図 B－1 横置円筒形容器の脚部に作用する荷重 

水平地震力による圧縮応力σｓ２及び鉛直方向地震力による圧縮応力σｓ４

は以下の式で表され，脚の組合せ応力の評価の際はこれらの応力をＳＲＳＳ法

により組み合わせて評価を行う。 

ｓ

ｌ

ｓｙ

ｌ１
ｓ２

Ａ

Ｐ
＋

Ｚ

Ｍ
＝σ …(式 B－1) 

Ｖ
ｓ

ｓ１１
ｓ４ Ｃ

Ａ

ｇ＋ｍＲ
＝σ …(式 B－2) 

  
：重心位置 

ＣＶ 

ＣＨ 

Ｆｂ 

ｌ１ ｌ２ 

Ｌ 

ｈ 転倒支点 

第１脚 第２脚 

Ｍｌ１ 

Ｐｌ 

(Ｒ１＋ｍｓ１ｇ)ＣＶ 
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【絶対値和法】 

2
ｓ２

2
ｓ４ｓ２ｓ１ｓ ＋3τ)＋σ＋σ(σ＝σ …(式 B－3) 

【ＳＲＳＳ法】 

  2
ｓ２

2 
2

ｓ４
2

ｓ２ｓ１ｓ ＋3τ＋σσ＋σ＝σ …(式 B－4) 

ここで， 

σｓ ：水平方向及び鉛直方向地震力が作用した場合の脚の組合せ応力 

σｓ１ ：運転時質量により脚に生じる圧縮応力 

σｓ２ ：水平方向地震力により脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 

σｓ４ ：鉛直方向地震力により脚に生じる圧縮応力 

τｓ２ ：水平方向地震力により脚に生じるせん断応力 

Ｍｌ１ ：水平方向地震力により脚底面に作用する曲げモーメント 

Ｐｌ ：水平方向地震力により胴の脚付け根部に作用する鉛直方向荷重 

Ｒ１ ：脚が受ける自重による荷重 

ｇ ：重力加速度 

ｍｓ１ ：脚の質量 

Ｚｓｙ ：脚の断面係数 

Ａｓ ：脚の断面積 

である。 

ここで，水平地震力による圧縮応力σｓ２及び鉛直方向地震力による圧縮応

力σｓ４は，図 B－2に示すように，ともに脚の外表面の圧縮応力を表すもので

あり，脚の同一評価点，同一応力成分であることから，これらの組合せをＳＲ

ＳＳ法により行うことは妥当である。 
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(a) 水平方向地震力による応力評価点の圧縮応力 

 

(b) 鉛直方向地震力による応力評価点の圧縮応力 

 

図 B－2 横置円筒形容器の脚部に作用する地震力による応力 

概念図 

 

 

曲げによる応力 

引張 

圧縮 

 

Ｍｌ１ 

Ｍｌ１ 

Ｚｓｙ 

応力評価点 

圧縮による応力 

Ｐｌ 

Ｐｌ 
Ａｓ 

  

 

曲げ＋圧縮による応力 

σｓ２ 

 

  

応力評価点 

(Ｒ１＋ｍｓ１ｇ)ＣＶ 

  

ＣＶ σｓ４＝ 
Ａｓ 

Ｒ１＋ｍｓ１ｇ  
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 3.2 ＳＲＳＳ法の妥当性 

既往研究（１）では，実機配管系に対して，水平及び鉛直地震動による最大荷

重をＳＲＳＳ法により組み合わせた場合と水平及び鉛直地震動の同時入力に

よる時刻歴応答解析法により組み合わせた場合との比較検討を以下の通り行

っている。 

  (1) 解析対象配管系モデル 

解析対象とした配管は，代表プラントにおける格納容器内の給水系（ＦＤ

Ｗ）２本，残留熱除去系（ＲＨＲ）１本及び主蒸気系（ＭＳ）１本の計４本

の配管モデルである。当該配管系はＳクラスに分類されるものである。 

  (2) 入力地震動 

解析に用いた入力地震動は，地震動の違いによる影響を確認するため，兵

庫県南部地震（松村組観測波），人工波及びエルセントロ波の３波を用いた。

機器・配管系への入力地震動となる原子炉建屋中間階の応答波の例を第 3－

1(1)図～第 3－1(3)図に示す。 

  (3) 解析結果 

解析結果を第 3－2(1)図～第 3－2(4)図に示す。第 3－2(1)図～第 3－2(4)

図は，水平方向及び鉛直方向の応力に対して，同時入力による時刻歴応答解

析法及びＳＲＳＳ法により組み合わせた結果をまとめたものであり，参考ま

でに絶対値和法による結果も併記した。 

第 3－2(1)図～第 3－2(4)図より，いずれの配管系においても最大応力発生

点においては，時刻歴応答解析法に対してＳＲＳＳ法の方が約 1.1～1.4 倍の

比率で上回る結果となった。最大応力発生点におけるＳＲＳＳ法と同時入力

による時刻歴応答解析法との結果の比較を第 3－1表に示す。また，最大応力

発生点の部位を第 3－3(1)図～第 3－3(4)図に示す。 

さらに，配管系全体の傾向を確認するため，配管系の主要な部位における

発生応力の比較を第 3－4 図に示す。第 3－2(1)図～第 3－2(4)図に基づき，

各配管モデルの節点の応力値をプロットしたものである。第 3－4図より，Ｓ

ＲＳＳ法は発生応力の低い領域では同時入力による時刻歴応答解析法に対し

て平均的な結果を与え，発生応力の増加に伴い，保守的な結果を与える傾向

にあることが確認できる。 
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第 3－1(1)図 機器・配管系への入力地震動 

（兵庫県南部地震（松村組観測波）） 

 

 

第 3－1(2)図 機器・配管系への入力地震動（人工波） 
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第 3－1(3)図 機器・配管系への入力地震動 

（エルセントロ波） 
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兵庫県南部地震（松村組観測波） 

 

 

人工波 

 

 

エルセントロ波 

 

第 3－2(1)図 主要な部位における発生応力（ＦＤＷ－001，代表Ａプラント） 
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兵庫県南部地震（松村組観測波） 

 

 

人工波 

 

 

エルセントロ波 

 

第 3－2(2)図 主要な部位における発生応力（ＭＳ－001，代表Ａプラント） 
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兵庫県南部地震（松村組観測波） 

 

 

人工波 

 

 

エルセントロ波 

 

第 3－2(3)図 主要な部位における発生応力（ＲＨＲ－001，代表Ａプラント） 
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兵庫県南部地震（松村組観測波） 

 

 

人工波 

 

 

エルセントロ波 

 

第 3－2(4)図 主要な部位における発生応力（ＦＤＷ－001，代表Ｂプラント） 
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第 3－1 表 一次応力でのＳＲＳＳ法と同時入力時刻歴法の比較 

（最大応力発生点） 

解析対象配管 入力地震波 最大応力発生点 
ＳＲＳＳ法 

／同時入力 

ＦＤＷ－001 

（代表Ａプラント） 

兵庫県南部地震 分岐部（節点 No.26） 1.08 

人工波 分岐部（節点 No.26） 1.08 

エルセントロ波 分岐部（節点 No.26） 1.08 

ＭＳ－001 

（代表Ａプラント） 

兵庫県南部地震 分岐部（節点 No.10） 1.15 

人工波 分岐部（節点 No.10） 1.20 

エルセントロ波 分岐部（節点 No.10） 1.18 

ＲＨＲ－001 

（代表Ａプラント） 

兵庫県南部地震 拘束点（節点 No.28） 1.15 

人工波 拘束点（節点 No.28） 1.15 

エルセントロ波 拘束点（節点 No.28） 1.18 

ＦＤＷ－001 

（代表Ｂプラント） 

兵庫県南部地震 拘束点（節点 No.18） 1.35 

人工波 拘束点（節点 No.18） 1.37 

エルセントロ波 拘束点（節点 No.18） 1.34 
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第 3－3(1)図 給水系配管（ＦＤＷ－001，代表Ａプラント） 

 

 

 

第 3－3(2)図 主蒸気系配管（ＭＳ－001，代表Ａプラント） 
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第 3－3(3)図 残留熱除去系配管（ＲＨＲ－001，代表Ａプラント） 

 

 

第 3－3(4)図 給水系配管（ＦＤＷ－001，代表Ｂプラント） 
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第 3－4 図 ＳＲＳＳ法による応力と時刻歴応答解析法による応力の比較 
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4. 島根２号炉における水平方向及び鉛直方向の最大応答値の発生

時刻の差について 

島根２号炉における水平方向及び鉛直方向の最大応答加速度の

発生時刻の差について，原子炉建物を例に，島根２号炉の施設の耐

震評価において支配的な地震動である基準地震動Ｓｓ－Ｄに対す

る水平方向及び鉛直方向の最大応答加速度の発生時刻の差を確認

した。ここで，機器・配管系の耐震評価に用いる水平方向の設計用

震度は，すべての地震動に対する南北方向及び東西方向の最大応答

加速度を包絡した値を用いることを踏まえ，水平方向の最大応答値

の発生時刻については，Ｓｓ－ＤによるＮＳ方向及びＥＷ方向の最

大応答加速度の発生時刻を用いた。 

第 4－1 図及び第 4－1 表に示すように，水平方向及び鉛直方向の

最大応答値の発生時刻には約１～16 秒の差があり，島根２号炉に

おいても水平方向及び鉛直方向の最大応答値の発生時刻には差が

あることを確認した。 
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第 4－1 図 原子炉建物応答値（ＥＬ  1.3m の例） 

第 4－1 表 最大応答値の発生時刻の差 

位置（m） 
最大応答値の発生時刻（sec） 発生時刻の差 

（sec） 水平方向 鉛直方向 

51.7 25.8 10.1 15.7 

42.8 8.6 10.1 1.5 

34.8 14.6 10.1 4.5 

30.5 14.6 10.1 4.5 

23.8 14.6 10.1 4.5 

15.3 8.5 10.1 1.6 

10.1 8.5 10.1 1.6 

8.8 8.5 10.1 1.6 

1.3 8.5 10.1 1.6 

-4.7 8.5 10.1 1.6 
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5. まとめ

 以上より，島根２号炉では，水平方向及び鉛直方向の動的地震

力による荷重の組合せ方法としてＳＲＳＳ法を適用する。  

6. 参考文献 

(1) 電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の耐震評価手法に関す

る研究（ステップ２）」（平成７年～平成 10 年）

7. 参考資料 

（参考）鳥取地震による島根原子力発電所の水平方向及び鉛直方向

の最大応答値の生起時刻の差について
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参考資料

（参考）2000 年鳥取県西部地震による島根原子力発電所２号炉の水

平方向及び鉛直方向の最大応答値の発生時刻の差について

1. はじめに

島根原子力発電所２号炉では，2000 年 10 月 6 日に鳥取県西部地

震による観測記録が得られている。本資料では，2000 年鳥取県西

部地震による島根原子力発電所２号炉の水平方向及び鉛直方向の

最大応答値の発生時刻の差について参考として確認する。  

2. 確認結果

参考第 1 表に示すように，水平方向及び鉛直方向の最大応答値の

発生時刻には約 1 秒～約 2 秒の差があり，島根原子力発電所２号炉

において観測された実地震についても，水平方向及び鉛直方向の最

大応答値の発生時刻には差があることを確認した。  

参考第 1 表 2000 年鳥取県西部地震の観測記録における

最大応答値の発生時刻の差 

位置

（ m）

最大応答値の発生時刻（秒） 発生時刻の差（秒）

南北方向

（ＮＳ）

東西方向

（ＥＷ）

鉛直方向

（ＵＤ）
ＮＳ－ＵＤ ＥＷ -ＵＤ

島根２号炉  

原子炉建物  

（ＥＬ  1.3m）

20.455 19.325 18.380 2.075 0.945 
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参考第 1-1 図  島根２号炉原子炉建物基礎上（ＥＬ 1.3m）

地震計設置位置 
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参考第 1-2 図 原子炉建物基礎上の観測記録 加速度時刻歴波形 

（CH.45， CH.46， CH.47 ＥＬ 1.3m）  
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添付資料－8 

 

等価繰返し回数の評価方針について 

 

1. 基本的な考え方 

島根２号炉の耐震評価における疲労評価では，原子力発電所耐震設計技術指針

ＪＥＡＧ４６０１-1987（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）の手順のうち，

等価繰返し回数を用いた評価としている。 

今回工認で用いる等価繰返し回数は，ＪＥＡＧ４６０１のピーク応力法に基づ

き等価繰返し回数を算定する。等価繰返し回数は，設備のピーク応力，固有周期，

減衰定数，応答変位時刻歴によって値が異なるため，保守性を持たせた「一律に

設定する等価繰返し回数」を用いることを基本とする。また，より精緻に疲労評

価を行う場合は，「個別に設定する等価繰返し回数」を用いる。適用する等価繰

返し回数の使い分けの考え方を第１図に示す。 

なお，建設時における島根２号炉の等価繰返し回数は，建設時の基準地震動Ｓ

１及びＳ２に対する原子炉建物の等価繰返し回数を「昭和 55 年度 耐震設計の標

準化に関する調査報告書」（以下「標準化報告書」という。）に基づき算出し，

保守性を持たせた一律の等価繰返し回数として 100 回を設定している。 

 

2. 等価繰返し回数の評価方針 

2.1 評価手法 

等価繰返し回数の算定方法について，ＪＥＡＧ４６０１に「地震動の等価繰

返し回数を用いる場合にはピーク応力法あるいはエネルギー換算法が用いら

れる」と記載されており，島根２号炉では，ピーク応力法を用いて算定する方

針とする。 

2.2 算定フロー及び算定条件 

ＪＥＡＧ４６０１に記載されているピーク応力法を用いた等価繰返し回数

の算定フローを第２図に示す。 

当該フローに基づき，島根２号炉の耐震評価における疲労評価に用いる等価

繰返し回数として「一律に設定する等価繰返し回数」又は「個別に設定する等

価繰返し回数」を設定する。なお，等価繰返し回数の算定に当たっては，標準

化報告書における等価繰返し回数の算定方法を参考とする。 

島根２号炉の等価繰返し回数の算定条件と標準化報告書との比較結果を第

１表に示す。 

等価繰返し回数は，詳細設計段階で設定する。なお，暫定的に一律に設定す

る等価繰返し回数を使用する場合，基準地震動Ｓｓによる評価において 150 回，

弾性設計用地震動Ｓｄによる評価において 300 回を適用する。 
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第１図 適用する等価繰返し回数の使い分け 

 

今回の申請において 

疲労評価を実施する必要 

があるか 

工認申請対象設備 

疲労評価対象設備注１ 

原子炉建物内設備注２か 

対象設備の 

ピーク応力が 150kg/mm2 

(1471MPa)以下か 

一律に設定する等価 

繰返し回数の設定 

Ｓｓ：１５０回 

Ｓｄ：３００回 

（暫定値）注３ 

一律に設定する等価繰返し 

回数を用いた疲労評価の実施 

許容限界を満足するか 

一律に設定する等価 

繰返し回数を適用 

個別に設定する等価 

繰返し回数を適用 

Ｙｅｓ 

疲労評価対象外 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

注１ このフローによらず個別に設定する等価繰返し回数を適用する場合がある 

注２ 「一律に設定する等価繰返し回数」の適用範囲を原子炉建物内設備とした場合 

注３ 「一律に設定する等価繰返し回数」は詳細設計段階で設定 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

対象設備の 

減衰定数が 1.0% 

以上か 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 
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第２図 ピーク応力法を用いた地震の等価繰返し回数の算定フロー 

（ＪＥＡＧ４６０１より引用） 
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